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　皆様には平素より温かいご支援、ご理解を賜り、心から御礼
申し上げます。
　富士電機は、地球社会の良き企業市民として、ステークホル
ダーの皆様との信頼関係を深め、誠実にその使命を果たすこ
とを経営の基本理念とし、エネルギー・環境技術の革新により、
安全・安心で持続可能な社会の実現に貢献することを経営方
針に定めています。

　今、地球は人口増加や工業化の急速な進展により、エネ 

ルギー問題や環境問題に直面しています。
　富士電機は、経済成長と環境負荷低減を両立させるため、 
これまで培ったエネルギー・環境技術と、それを駆使したもの
つくり力を通じて社会へ貢献すると同時に、企業活動全体が 

社会や環境に与える影響に配慮した経営を行ってまいります。

　今期は、2018年度に向けた新たな中期経営計画をスタート
させました。経営理念のスローガンに掲げる「熱く、高く、そし
て優しく」を胸に、多様な個性を持った社員がチームで総合力
を発揮し、グローバルで事業を拡大させ、持続的成長企業を 

目指します。

　これからの富士電機にご期待ください。

代表取締役社長

エネルギー·環境技術の革新により、
持続可能な社会の実現に貢献

Fuji Electric Report 201601



Fuji Electric Report 2016 02

経営方針  

1  エネルギー・環境技術の革新により、安全・安心で持続可能な社会の実現に貢献します。
2  グローバルで事業を拡大し、成長する企業を目指します。
3  多様な人材の意欲を尊重し、チームで総合力を発揮します。

企業行動基準  

富士電機とその社員が、経営理念の実現に向かって、 
価値観を共有し一丸となって行動するための指針を示しています。

私たち富士電機とその社員は、経営理念に掲げる「地球社会の良き企業市民として、 
地域、顧客、パートナーとの信頼関係を深め、誠実にその使命を果たす」ために、 
「グローバル」な視点から、

1  お客様を大切にします。
2  人を大切にします。
3  地球環境を大切にします。

4  株主・投資家を大切にします。
5  社会との交流を大切にします。
6  グローバル・コンプライアンスを最優先します。

経営理念  

基本理念
富士電機は、地球社会の良き企業市民として、 
地域、顧客、パートナーとの信頼関係を深め、誠実にその使命を果たします。

スローガン
熱く、高く、そして優しく

・ 豊かさへの貢献　　　・ 創造への挑戦　　　・ 自然との調和
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 交通インフラの省エネに貢献します

こんなところに富士電機

産業・社会インフラ分野で
エネルギー・環境課題の解決に貢献します

私たちは、創業以来90余年にわたり磨き上げてきたエネルギー・環境技術を駆使し、
産業・社会インフラのさまざまなシーンで、お客様に製品・サービスを提供します。

パワー半導体

  世界最大級のナ・アワ・プルワ地熱発電所 
（ニュージーランド）
  木曽岬干拓地メガソーラー発電所（三重県）。 
中央がパワーコンディショナと受変電設備 

鉄道車両向け電力変換装置

　当社は、高効率な機器を適用した火力発電プラントから、地熱、水
力、太陽光、風力などの再生可能エネルギーを活用した発電施設まで、
CO2排出量を抑え、環境に優しいエネルギーの供給を支えるさまざま
な技術・製品を提供しています。
　地中のマグマに熱せられた蒸気を利用する地熱発電。蒸気ター
ビン・発電機は、世界トップクラスの納入実績を誇ります。太陽光発電
や風力発電では、電力の安定供給に欠かせないパワーコンディショナ
や受変電設備などの主要機器を提供しています。これらの発電プラン
トにおいては、設備全体の設計から機器の調達、施工まで、プラント建
設を一括して請け負えることも当社の強みです。
　さらに当社は、次世代エネルギーとして期待される燃料電池を産業
用途に展開する、世界でも数少ないメーカーの一つです。

クリーンエネルギーの供給

発電
施設で

　交通分野では、安全な走行と省エネに貢献しています。地球温暖化防止の観点から
普及が期待される電気自動車では、エンジンやブレーキ、ステアリング制御、モータ駆
動などにおけるセンサや電力変換にパワー半導体が使われています。鉄道においては、
安全性の高いドア駆動システムや、
電力の安定供給を担う電力変換装
置などを国内外の車両メーカーに納
めています。

自動車・鉄道の安全と省エネ

発電施設で

交通分野で

工場で

交通
分野で
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　商品を冷やしたり、温めたりするのは当社の得意技
術。国内トップシェアを誇る自動販売機、コンビニエン
スストアやスーパーマーケットのショーケースに適用さ
れ、消費電力を抑え、最適な温度管理を実現します。さ
らに、カップ自動販売機の技術を応用したコーヒーマ
シンやレジの自動釣銭機なども、小売店舗向けの商材と
してラインアップしています。

UPS

  青森県六ヶ所村のデータセンター。 
手前が空調ユニット 

　多くの電力を必要とするデータセンターでは、停電や電圧低
下から施設を守る無停電電源装置（UPS）や、サーバを効率的に
冷却する空調ユニットなどを提供しています。さらに、それらの
機器を組み合わせ、データセンター全体の施工を行います。
コンビニエンスストアの店舗建設で培った施工技術を活かし、
通常の建築工法に比べて大幅な工期短縮を実現します。

電力の安定化と省エネ

データ
センターで

インバータ モータ PLC センサ

　自動化・省力化が進む工場では、あらゆる電気設備に
必要なモータと、それをできるだけ少ない電力で動かす
ためのインバータやプログラマブルコントローラ（PLC）、
さらに、生産活動で生じる温度や圧力などを計測し「見え
る化」するセンサと、それらの情報を取り込み工場全体
のエネルギーを最適制御するシステムなどを提供してい
ます。現在、工場で磨き上げたこれらの技術を、植物工
場や要冷物流など新分野への適用を開始しています。

生産性向上・省エネ

 スーパーマーケットのショーケース
  省エネ型自動販売機

冷熱技術で最適な温度管理

小売店舗で

データ
センターで

小売
店舗で

  お客様設備の生産性向上や省エネを支援します

  北海道苫小牧市の植物工場「苫東ファーム」

工場で
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富士電機の5つの事業

富士電機は、エネルギー・環境技術をコアに、「発電・社会インフラ」
「産業インフラ」「パワエレ機器」「電子デバイス」「食品流通」の5つの事業を通じて、
安全・安心で持続可能な社会の実現に貢献しています。

産業インフラ
産業分野のさまざまなお客様
に、生産ライン・インフラに関
わる、「生産性の向上」「省エネ
化」「ライフサイクルサービス」
を提供します。

 変電
　・ 変電設備、産業電源設備

 産業プラント
　・ 産業用ドライブシステム
　・ プラント制御システム
　・ 産業用エネルギーマネジメントシステム
　・ データセンター、物流システム、植物工場

 産業計測機器
　・ 計測機器・センサ
　・ 放射線管理システム

パワエレ機器
エネルギーの効率化や安定化
に寄与するパワーエレクトロニ
クス応用製品を提供します。

 ドライブ
　・ インバータ、サーボ、モータ
　・ コントローラ
　・ 車両システム

 パワーサプライ
　・ 無停電電源装置（UPS）
　・ パワーコンディショナ（PCS）
　・ 配電盤

 器具
　・ 受配電・制御機器

電子デバイス
産業機器・自動車・情報機器お
よび新エネルギー分野に欠か
せないパワー半導体をはじめ
とする電子デバイスを提供し
ます。

 半導体
　・ パワー半導体
　・ 感光体

 ディスク媒体
　・ 磁気記録媒体

食品流通
冷熱技術をコアに、メカトロニ
クス技術や IT を融合し、お客
様に最適な製品とソリュー
ションを提供します。

 自販機
　・ 飲料・食品自動販売機

 店舗流通
　・ 店舗設備機器
　・ 金銭機器

環境にやさしい創エネルギー
で、拡大する電力需要にお応え
するとともに、電力の安定化・ 

需給管理などによりエネルギー
の最適運用に貢献します。

 発電プラント
　・ 火力・地熱・水力発電設備
　・ 太陽光発電システム
　・ 燃料電池

 社会システム
　・ エネルギーマネジメントシステム
　・ スマートメータ
　・ 情報システム

発電・社会インフラ
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詳細な情報は当社ウェブサイト
で公開しています。

http：//www.fujielectric.co.jp/

■  富士電機について
■  株主・投資家情報（IR）
■  社会・環境報告（CSR）
■  研究開発

発行目的  

　富士電機レポートは、株主・投資家をはじめ、さまざまなステークホルダーの皆様に当社の経営活動をご理解いただくた
めに、経営方針・戦略ならびに事業業績・財務状況と、持続可能な社会の実現に向けた環境・社会的側面の取り組みについ
て要点を網羅的にまとめた冊子です。
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主要連結財務ハイライト

（百万円）
年度 2011 2012 2013 2014 2015

経営成績
　売上高 703,534 745,781 759,911 810,678 813,550
　　国内 525,096 567,314 582,223 605,763 597,757
　　海外 178,437 178,466 177,688 204,915 215,793
　営業利益 19,252 21,992 33,136 39,316 45,006
　親会社株主に帰属する当期純利益 11,801 26,368 19,582 27,978 30,644

研究開発・設備投資
　研究開発費 32,247 31,160 32,029 35,023 35,949
　設備投資額 *1 24,989 31,771 26,916 29,041 27,650
　減価償却費 *2 29,755 31,054 30,849 33,615 29,723

キャッシュ・フロー
　営業活動によるキャッシュ・フロー 28,314 55,342 53,651 51,459 48,450
　投資活動によるキャッシュ・フロー （13,489） （24,286） （9,649） （22,750） (19,410)
　フリー・キャッシュ・フロー 14,825 31,055 44,002 28,708 29,040
　財務活動によるキャッシュ・フロー （32,592） （56,827） （50,569） （33,828） (31,566)

財政状態
　総資産 792,848 765,563 810,774 904,522 845,378
　純資産 183,217 215,672 251,225 319,636 260,980
　自己資本 163,576 194,572 227,181 290,339 230,399
　ネット金融債務残高 191,603 187,029 166,092 159,330 153,905
　金融債務残高 255,865 226,717 199,504 191,225 184,744

財務指標
　売上高営業利益率（%） 2.7 2.9 4.4 4.8 5.5
　ROE（自己資本利益率）（%） 7.4 14.7 9.3 10.8 11.8
　ROA（総資産利益率）（%） 1.5 3.4 2.5 3.3 3.5
　自己資本比率（%） 20.6 25.4 28.0 32.1 27.3
　ネットD/Eレシオ（倍）*3 1.2 1.0 0.7 0.5 0.7
　D/Eレシオ（倍）*4 1.6 1.2 0.9 0.7 0.8

1株当たり情報 （円）
　当期純利益 16.52 36.90 27.41 39.16 42.90
　純資産 228.91 272.29 317.96 406.39 322.52
　配当金 4.00 5.00 7.00 9.00 10.00

その他 （名）
　従業員数 24,973 24,956 25,524 25,740 26,508
　　国内 17,933 18,271 18,022 17,814 17,635
　　海外 7,040 6,685 7,502 7,926 8,873

*1 有形固定資産への投資額（リース契約による取得相当額を含む）
*2 有形固定資産と無形固定資産の減価償却費の合計値
*3 自己資本に対するネット金融債務残高（金融債務残高－現金及び現金同等物）の割合
*4 自己資本に対する金融債務残高の割合
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配当方針

　事業活動を通じて得られた利益は、連結株主資本に充当
し経営基盤の維持・強化を図ったうえで、中長期的な視点か
ら、研究開発、設備投資、人材育成などに向けた内部留保
の確保を図るとともに、株主の皆様への配当については、
安定的かつ継続的に実施することとしております。
　2015年度の1株当たり配当金は、中間配当5円、期末配
当5円の年間配当10円となりました。
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社長メッセージ

富士電機の強みを最大化させ
持続的成長を目指す

営業利益率・純利益は過去最高を更新
　当社は、リーマンショック（2008年）後、売上は伸長しなくて

も利益を上げられる体質の構築に向け、事業構造改革に取り

組んできました。構造改革に一定の目処付けができた2013

年度を「攻めの経営元年」と位置付け、2015年度を最終年度

とする中期経営計画を策定し、売上高8,500億円、営業利益

450億円を目標に置き、「成長基盤の確立」と「収益力の強化」

に取り組みました。

　最終年度となる2015年度は、営業利益率と親会社株主に

帰属する当期純利益は過去最高を更新し、2012年度に対し

ては、売上高は678億円増、営業利益は230億円増、当期純

利益は42億円増となり、営業利益は倍増を達成しました。 
なお、2015年度中期経営計画に対しては、売上高は市場環

境の悪化により計画を下回ったものの、営業利益は全社を挙

げた利益体質強化の取り組みにより計画を達成しました。

海外事業拡大に向けた基盤づくり
　「成長基盤の確立」に向けては、海外売上高比率をまずは

30%程度に引き上げることを目標に置き、海外事業の基盤づく

りに注力しました。市場の伸長が期待できるアジアや、市場規

模の大きい米州を中心に、生産拠点の設立、M&Aに取り組み、

今後の事業拡大に向けた基盤が構築できました。

「Pro-7活動」と地産地消の推進による収益力の強化
　「収益力の強化」に向けては、「ベンチマークは昔の富士電

機」の掛け声のもと、グループ全社員が仕事のやり方をゼロ

ベースで見直し、業務品質の向上を目指す「Pro-7活動」を継

続推進し、グループ集中購買、グローバル調達、内製化推進

などによるコストダウンや、業務効率改善による経費削減に徹

底して取り組みました。加えて、地産地消を推進することで、

為替変動による損益影響の低減が図られ、為替変動リスクを

縮小することができました。
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  親会社株主に帰属する
当期純利益
 営業利益率

業績推移
（億円）

事業構造改革による利益体質構築 2015年度中期経営計画

自己資本比率 20% 19% 21% 25% 28% 32% 27% 25%

ROE 4% 9% 7% 15% 9% 11% 12% 14%

財務指標

2015年度中期経営計画振り返り
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社長メッセージ

富士電機の更なる変革に挑む
　前中期経営計画で浮き彫りになった最大の課題は売上高

が計画通り伸長しないことです。要因は種々ありますが、新し

いマーケットやお客様の開拓が進まなかったこと、そしてお客

様が買いたい製品が本当に開発できているのか、といった反

省があります。また、今後さらに利益を伸ばしていくためには、

経費削減やコストダウンだけでは限界があり、売上規模の拡

大が鍵と考えます。2018年度中期経営計画は、こうした課題

を踏まえ、これまで行ってきた Innovation（改革）に対して、当

社の経営や事業活動に不足している部分に修正を加える

「Renovation」の3年間とし、「富士電機の更なる変革」に取

り組みます。

　当社を取り巻く事業環境は、国内においては、電力自由化

を背景とした高効率発電・再生可能エネルギー投資の拡大、

東京オリンピックの開催・設備老朽化に伴う社会・産業インフラ

の再整備、および IoTを活用した安全・安心、省エネ化に向け

たサービスの拡大が見込まれます。海外においては、新興国

のエネルギー需要の増加を背景とした社会インフラ投資が拡

大するとともに、環境関連投資や、生産設備の自動化・高効率

化に向けた産業インフラ投資が拡大するものと期待されます。

　このように、当社にとってビジネスチャンスは、国内外で広

がっています。前3ヵ年の基盤強化の取り組みを成果として結

実させるとともに、引き続き「成長戦略の推進」および「収益

力の強化」に取り組み、次なる目標につなげていきます。

2018年度売上高9,000億円
営業利益率6%以上を目指す
　2018年度中期経営計画では、売上高は9,000億円、営業

利益は540億円、親会社株主に帰属する当期純利益は340億

円を目標とします。世界経済の先行きに不透明感があり、為

替の円高による逆風もある中で、営業利益率6%以上を目指

します。

　自己資本比率は32%とし、ROEについては利益の拡大に

より12%を確保する計画です。これまで同様、収益力の強化に

より財務体質の改善を図りながら、企業活動で生み出した

キャッシュは、中長期的な視点での事業拡大に向けた成長投資

と、利益拡大に応じた株主還元に配分していきます。

経営目標

（億円） 

2018
中期経営計画

2015
実績

（年度）

（5.5%）

8,136 
（6.0%）

9,000 

450

306 340

540

自己資本比率 27% 32%

ROE 12% 12%

財務指標

売上高

営業利益率

営業利益

 親会社株主に帰属
する当期純利益

2018年度中期経営計画
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3つの成長戦略を柱に事業拡大を目指す
　富士電機がさらに発展するには、次の3つが必要と考えて 

います。

　まずは、当社の強みを活かした体制の見直しです。実績も

ありお客様からも評価をいただいているパワエレ機器のコン

ポ―ネントをさらに強化するとともに、その強いコンポーネン

トを組み合わせ、システムとしてお客様に提案する事業を拡大

させて行きます。IoTをはじめ、ものづくり変革が進展し、エネ

ルギーの需要拡大や安定供給と環境との調和が必要な時代

を迎えています。駆動制御システムを核にして自動化・省力

化・省エネ化に貢献する分野、パワーサプライを核にして電力

の安定化に貢献する分野、この2分野に注力する体制づくりを

行います。具体的には、産業インフラ事業、パワエレ機器事業

に、電力流通を担う社会システム事業を加え、オペレーション

の変革に取り組みます。

　2つ目は、海外での事業拡大への取り組みです。これまで

のM&Aへの投資を成果として結実させることはもちろんで

すが、もう一段の事業規模拡大に向けM&Aを実施していきた

いと考えています。アジアでは、シンガポールにASEAN諸国

を統括する「アジア事業戦略室」を新設し、域内事業の最適

化・迅速化を図ります。産業インフラ、パワエレ機器事業を 

一体運営し、マーケティング、販売からエンジニアリングに 

至るまでの機能を統括し、当社の強みの最大化、他社との 

差別化による事業拡大を目指します。

　3つ目は、お客様に選ばれる高付加価値商材の創出です。

これまでは、従来製品の「置き換え」にとどまる商材の開発が

主となっていました。置き換えでは、売上拡大への貢献は限

定的になってしまいます。やはり、メーカーとしての本質に立

ち返り、お客様が必要としている商材、お客様に選ばれる商材

の開発・創出に注力していきます。5年先、10年先の当社を支

えてくれる事業に育つよう取り組んでまいります。

「Pro-7活動」の再活性化と 

パワエレ機器の収益力のさらなる向上
　収益力のさらなる強化に取り組みます。全社を挙げた収益

力改善活動「Pro-7」は、2012年度から始め、4年が経過しま

した。引き続き、この全社活動を展開していきますが、もう一

段高い業務品質を目指し、再活性化に取り組みます。また、こ

れまで徹底した“見える化”に取り組み、個々の事業の収益構

造を明らかにし、コストダウンや固定費の削減などの対策を実

施してきたことが利益率の向上につながりました。今後、より

一層収益力を高めるため、パワエレ機器の利益率改善に徹底

して取り組んでいきます。マザー工場である鈴鹿工場、神戸

工場でのものつくり力の強化に既に着手していますが、内製

化や標準化などによる原価低減をさらに進めるとともに、 
鈴鹿工場に今夏に竣工予定のテクニカルセンターに製品開発

部隊を集結し、開発効率を高め、お客様から選ばれる製品を

スピード感をもって上市していきます。

海外設備投資、高付加価値商材の開発に注力
　設備投資については、海外生産拠点の設備投資や、IoTを

活用したものつくり力の強化に取り組みます。

　研究開発については、電子デバイス、パワエレ機器を重点

に、競争力のある高付加価値商材の開発に向け、次世代 

パワー半導体であるSiCデバイスやモジュールと、これらを

活用したSiC適用パワエレ機器の開発加速、さらに将来に向

けた先行投資として自動車、鉄道用の車載モジュール開発に

注力していきます。

重点課題

•  「社会システム」「産業インフラ」「パワエレ機器」事業の
 オペレーション変革
• さらなるM&Aによる海外事業の拡大
• お客様に選ばれる高付加価値商材の創出

【成長戦略の推進】

•  「Pro-7活動」の再活性化
【収益力の強化】
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グローバル人材の育成と、女性の活躍を推進
　これらの取り組みを実行していく力となるのが「人材」です。

　当社は経営理念のスローガンに「熱く、高く、そして優しく」

を掲げています。「熱く」は、新しいものを生み出していく創造

的な情熱。「高く」は、高い目標を掲げてそれにまい進してい

く気概。そして「優しく」は、小さなことにも感謝し、また、お客

様の喜びを自分たちの喜びと感じることができるような、人間

としての心の豊かさです。これら当社のDNAとも呼べるもの

を大切にしながら、グローバルに活躍できる人材の育成、 
女性活躍推進に力を入れていきます。

　グローバル人材の育成に向けては、階層別に計画的な育成

を図っていきます。また、将来的な会社の成長に向け、女性 

社員のさらなる活躍が必要不可欠であると考えており、その

ために、女性役職者層を現状の172人から、2020年度には

300人へと拡大させていきます。

　加えて、高齢化、少子化が進行する中で、介護両立支援の

拡充など、柔軟な働き方ができる会社の環境づくりを進め、多

様な人材の活躍を支援していきます。

CSRを推進し、さらなる企業価値の向上に努めます
　富士電機の考えるCSR（企業の社会的責任）は、エネル

ギー・環境技術を駆使した事業活動を通じた社会への貢献で

あり、同時に、企業活動全体が社会や環境に与える影響に 

配慮した経営を行うことです。

　当社はCSRをグローバルに推進するため、国連が提唱する

グローバル・コンパクト（GC）に参加するとともに、GCが掲げ

る「人権」「労働」「環境」「腐敗防止」の4分野10原則を、私たち

の行動指針である企業行動基準に反映させ、実践しています。

　また今日、コーポレート・ガバナンスの重要性がますます高

まっています。当社は、コーポレートガバナンス・コードに適切

に対応し、引き続き経営の透明性・健全性を高めるとともに、

さらなる企業価値の向上に努めます。

持続的成長に向けて
　当社は、グローバルでの持続的成長を目指しています。

2018年度中期経営計画では、これまでのビジネスモデルに

変革を与え、確かな成長基盤づくりを行い、2019年度以降の

成長につなげ、創立100周年にあたる2023年度までには 

売上高1兆円、営業利益率7%を実現できる企業を築きたい

と考えています。

　富士電機は、会社の繁栄、株主の皆様への還元、社員の幸

せを追求するとともに、持続可能な社会の実現に貢献し続け

ます。株主および投資家の皆様、ステークホルダーの皆様に

おかれましては、今後とも一層のご理解とご支援を賜ります

ようお願い申し上げます。

2016年7月
代表取締役社長

北澤通宏

～ 2023年度
（創立100周年）

売上高1兆円
営業利益率7%

2016 ～ 2018年度

 2019年度 ～

Renovation
ビジネスモデル変革と
成長基盤づくり

新事業・新製品の開花
持続的成長企業へ

持続可能な社会の
実現に貢献



Fuji Electric Report 201613

2018年度中期経営計画

2018年度中期経営計画「  」について、2015年度中期経営計画を振り返りながら、
概要をご説明します。

2 0 1 5年度中期経営計画振り返り

　2015年度の売上高は、2012年度に対し678億円増の
8,136憶円となりました。すべてのセグメントで増収となり、 
特に発電・社会インフラとパワエレ機器が大きく伸長しました。
海外売上高は2012年度に対し373憶円増の2,158憶円とな
り、海外売上高比率は27%となりました。主に中国向け自動
販売機の伸長や、アジアにおけるM&Aの成果が売上伸長に

貢献しました。海外事業の拡大に向けた基盤づくりとして、地
産地消の拡大に向け現地生産拠点3工場を立ち上げ、新たな
人材と商流を獲得するM&Aは8件、約200億円実施しました。
　営業利益は、2012年度に対し230億円増の450億円となり
ました。すべてのセグメントで増益となり、特に電子デバイス、
パワエレ機器が伸長しました。

※ 2012年度実績は、2015年度までの事業組替を反映し表示しています。

売上高（国内外別） 
（億円）

7,458
8,136

1,785

5,673 5,978

2,158 海外 +373

国内 +305

増減額
+230

増減額
+678

営業利益（セグメント別） 
（億円）

0

220

450

16
64
20

113

72
–12

–53

78

130

97

–55 

23 その他 +7
78 食品流通 +14

99 電子デバイス +111

パワエレ機器 +58

産業インフラ +17

発電・社会インフラ +25

消去または全社

生産拠点の設立

・アジア タイ工場
  （パワエレ機器、変電機器、
 自動販売機）

 インド工場（インバータ）

・米国 バージニア工場
  （インバータ盤、鉄道用電機品）

タイ工場

インド工場

バージニア工場

M&Aの実施 8件　投資額 ： 約200億円

・アジア 富士タスコ社（変圧器）
 富士SMBE社（盤）
 富士CAC社（エンジニアリング）
 富士Gemco社（エンジニアリング）

・中国 上海電気富士電機電気技術 （無鍚）社 
 （高圧インバータ）

・米国 RTS社（発電プラントサービス）
 富士SEMEC社（鉄道用電機品）

・欧州 富士N2テリジェンス社（燃料電池）

富士タスコ社

富士SMBE社

RTS社

7,458
8,136

606 
1,121 

1,128 

1,764 

1,942 

1,487

–589

2,030 

2,020 

1,755  

–643 

626 その他 +20
1,150 食品流通 +29

1,198 電子デバイス +70

2012
実績

2015
実績

2012
実績

2015
実績

2012
実績

2015
実績

パワエレ機器 +266

産業インフラ +78

発電・社会インフラ +268

消去または全社

（年度） （年度） （年度）

売上高（セグメント別） 
（億円）

24% 27% 海外
比率
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2018 年
度
中
期
経
営
計
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2 0 1 8年度中期経営計画

　2018年度の売上高は、2015年度に対し864億円増の
9,000憶円とする計画です。セグメント別には、発電・社会イン
フラ、産業インフラ、パワエレ機器が牽引し、すべてのセグ 
メントで増収とする計画です。国内外別では国内でも伸長させ
ますが、海外でより大きく伸長させ、海外売上高比率は30%を
目指します。
　営業利益は2015年度に対し90億円増の540億円としてい
ます。その大半をパワエレ機器で伸長させるため、利益体質強
化に徹底して取り組みます。加えて、「Pro-7活動」の再活性化
などによる収益力の強化により、過去最高益を目指します。

※  2015年度実績は、2016年度の事業組替を反映し表示しています。

•「社会システム」「産業インフラ」「パワエレ機器」事業の 
オペレーション変革
•さらなるM&Aによる海外事業の拡大
•お客様に選ばれる高付加価値商材の創出

成長戦略の推進

・「Pro-7活動」の再活性化収益力の強化

重点課題

（億円）
2015年度
実績

2018年度
中期経営計画

売上高 8,136 9,000
営業利益 450 540
営業利益率 5.5% 6.0%

親会社株主に帰属する当期純利益 306 340

ネットD/Eレシオ 0.7倍 0.6倍
自己資本比率 27% 32%

ROA 4% 4%

ROE 12% 12%

経営目標

売上高（セグメント別） 
（億円） 

売上高（国内外別） 
（億円） 

8,136
9,000

626 
1,100 

1,202 

2,088 

1,994

1,755

–629

2,334 

2,181 

2,126  

–735 

577 その他 –49
1,200 食品流通 +100

1,316 電子デバイス +114

パワエレ機器 +246

産業インフラ +187

発電・社会インフラ +371

消去または全社

8,136
9,000

2,158

5,978 6,347

2,653 海外 +495

国内 +369

営業利益（セグメント別） 
（億円） 

450

540

23

98

80

94

112

97

–55

163

134

124

–88 

20 その他 –3
90 食品流通 +10

98 電子デバイス 0

パワエレ機器 +69

産業インフラ +22

発電・社会インフラ +27

消去または全社
（年度） （年度） （年度）

増減額
+90

増減額
+864 27% 30% 海外

比率

2015
実績

2018
中期経営計画

2015
実績

2018
中期経営計画

2015
実績

2018
中期経営計画
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アジア
・  シンガポールにASEAN諸国を統括するアジア事業戦略室
を設置
・  M&A拠点を活用したシステム事業の拡大 
（産業インフラ・パワエレ機器）
・  自販機商材の拡大とオペレータ会社の設置（食品流通）

中国
・  自動販売機のマーケット拡大と増産投資（食品流通）
・  モーション・FA分野など新規分野の拡大（パワエレ機器）

米州
・  発電プラントのサービス事業拡大（発電・社会インフラ）
・  鉄道車両事業の拡大（パワエレ機器）
・  活況なデータセンター向けに、米国規格の無停電電源装置
を展開（パワエレ機器）

欧州
・  燃料電池事業の拡大（発電・社会インフラ）
・  パワー半導体の拡販（電子デバイス）
・  インバータの生産拠点立上げ（パワエレ機器）

海外事業   
　2018年度の海外売上高は、アジア、米州を中心に2015
年度に対し495憶円増の2,653億円とする計画です。これま
でに実施してきたM&A、協業などの先行投資の刈り取りに
加え、アジア事業拡大に向けた事業戦略室の設置や海外 

生産拠点の新設、新規M&Aなど新たな施策により海外事業
のさらなる拡大を図ります。地域別の主な取り組みは以下の
通りです。

研究開発   
　電子デバイス、パワエレ機器を重点に、とりわけ電子デバ
イスはSiCデバイス・モジュールの開発加速や、将来に向け
た先行投資として自動車、鉄道用の車載モジュール開発に
注力します。
　また、IoTを活用した顧客価値を創出するソリューションを
実現するため、差別化された機器やプラットフォーム技術を
開発していきます。

海外売上高（地域別） 
（億円）

設備投資   
　海外生産設備投資の拡大や、IoT*を活用したものつくり力
の強化に取り組みます。食品流通では、自販機事業が活況
な中国で、新工場建設を計画しています。パワエレ機器では、
米国、タイの工場生産設備の増強に加え、鈴鹿工場にテクニ
カルセンターを建設し、開発部門の集約による開発力の強化
を図ります。
*  Internet of Things（モノのインターネット）。さまざまなモノがネットワークを介し
て繋がり、モノ同士が自律的に最適制御されることで、ビジネスや生活などを根底
から変える新たな仕組み

設備投資額 
（億円）

837

70 
92

292

255 

65 
63

146 
29

283 

307 

74 
71 

食品流通 +76
共通 –63

電子デバイス –9

パワエレ機器 +52

産業インフラ +9
発電・社会インフラ +8

910

（年度）

（年度）

増減額
+73

※  研究開発費をテーマに応じてセグメントに分類したもので、決算短信記載の数値
とは異なります。

研究開発費 
（億円）

1,007

89 
52

315 

320 

133 
98 

90 
52

373 

321 

132 
105 

食品流通 +1
共通 

電子デバイス +58

パワエレ機器 +1

産業インフラ –1
発電・社会インフラ +7

1,073

増減額
+66

1,039
1,243 アジア +204

167 
126 

826 

251 

262 

897 

欧州 +84

米州 +136

中国 +71

2,653

2,158

（年度）

増減額
+49527% 30%

海外
比率

2015
実績

2018
中期経営計画

2013-2015
累計

2016-2018
累計

2013-2015
累計

2016-2018
累計
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国内大型火力発電設備（65万kW×2基）を受注
　環境負荷低減の基準に則した超々臨界圧石炭火力発電設備を（株）神戸製鋼所様から2015年
10月に受注しました。2014年度に続く大型火力案件の受注になります。
　今後も、国内では電力自由化を背景に、火力発電の需要が継続する見通しであり、受注確保に
取り組みます。

蒸気タービン
※ 本写真は受注品のものではありません。

T O P I C S

発電・社会インフラ
2015年度中期経営計画振り返り   
　太陽光発電システムを中心とする再生可能エネルギーの
伸長、およびスマートメータの売上拡大により、2015年度の
売上高は2012年度に対し268億円増の1,755億円、営業利
益は2012年度に対し25億円増の97億円となりました。
　2015年度までの3年間は、国内において、電力自由化を背
景に火力発電設備の需要が拡大する中、大型案件の受注を
獲得するとともに、国内電力会社によるスマートメータの導入
に伴い、物量拡大に向けた増産体制を構築しました。国内外
のスマートコミュニティの実証事業に参画し、電力需給管理や
蓄電制御などのノウハウを蓄積しました。海外では、米国の発
電プラントサービス会社およびドイツの燃料電池販売・エンジ
ニアリング会社を買収しました。

 2018年度中期経営計画   
　火力・地熱発電の継続的な受注確保とサービス事業の拡大、スマートメータの取り組み強化ならびに電力システム改革を
見据えた新事業の拡大を図ります。

売上高（国内外別） 
（億円） 

17% 14% 18% 海外
比率

売上高（国内外別） 
（億円） 

18% 17% 海外
比率

271

1,216

290

1,465

256

1,524

388 海外 +98

290 海外 +19

1,738 国内 +273 

1,465 国内 +249

営業利益 
（億円） 

火力･地熱発電の受注･売上拡大
　火力発電は、国内、アジア・中近東地域での受注拡大を図
り、主要機器である蒸気タービンの高効率化・高温化に向け
た開発を進め競争力を強化します。地熱発電は、アジアに加
え、アフリカ、中南米市場での受注拡大を目指します。また、
国内では低温での発電が可能なバイナリー地熱発電の受注
拡大を図ります。
　国内の大口火力発電設備の完遂を果たすとともに、RTS社
を活用し、海外を中心に火力・地熱発電プラントのサービス事
業を拡大します。

燃料電池の受注拡大
　低酸素排空気による防火用途で市場伸長が期待されるドイ
ツにおいて、富士N2テリジェンス社を活用し、燃料電池の受
注拡大に取り組みます。加えて、新機種投入により中小規模
の民生用途（病院、オフィスなど）での市場開拓を行います。

スマートメータの収益拡大と新電力向け新事業の拡大
　スマートメータの設置拡大に備え、生産ラインを増強し、 
自働化による生産性の向上とコストダウンによる収益の拡大
を図ります。
　電力システム改革を背景に、電力需給管理サービスや蓄電制
御システムを新電力向けに提供し、新事業拡大を目指します。

営業利益 
（億円） 

（年度） （年度）

（年度）（年度）

15–18 
増減額
+371

増減額
+268

15–18 
増減額
+27

増減額
+25

1,487

72

1,755
97

2018年度中期経営計画（セグメント別）

2012
実績

2015
実績

2012
実績

2015
実績

2015
実績

2016
経営計画

2018
中期経営
計画

1,755
97

1,779
105

2,126
124

2015
実績

2016
経営計画

2018
中期経営
計画
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産業インフラ

データセンター向け受注･売上拡大
　2015年11月、青森県六ヶ所村において、冷涼な気候を最大限に活かした「雪氷冷房」デー
タセンターを納入しました。データセンター向けとしては、世界初の試みとなる空調設備と
なり、当社が得意とする冷熱技術を活用することで、省エネを実現します。
　今後、データセンターの国内実績をベースにアジアへの展開を加速します。

2015年度中期経営計画振り返り   
　国内では、省エネや更新設備が大幅に拡大するとともに、 
太陽光発電設備、空調・電気設備などの設備工事が増加した
一方、アジア・中国市場の成長鈍化に伴い海外売上高は伸び
悩みました。2015年度の売上高は2012年度に対し78億円
増の2,020億円、営業利益は2012年度に対し17億円増の
130億円となりました。
　2015年度までの3年間は、変電事業の強化に向け、国内
製造拠点を再整備するとともに、タイの変圧器メーカーの 
買収ならびにタイ工場で変電機器の製造を開始しました。 
アジア事業拡大に向け、ベトナムのエンジニアリング会社を
買収しました。

IoTを軸としたシステム･サービス事業の拡大
　IoTによる生産効率化などのものづくり変革の拡大が見込
まれる中、省エネ・更新需要の確実な取り込みを図るため、セン
サ・計測制御機器などの顧客への納入機器、サービスの実績
をベースにライフサイクルに亘る高付加価値サービス・商材を
提供します。そのため、自社工場にIoTを先行導入して実証を
進めます。また、プラント設備診断により、顧客の潜在的な設
備更新需要を喚起し、サービス事業の拡大を図ります。

新規事業の拡大
　エネルギー・環境の最適化を必要とする施設を設計・調達・
建設から保守サービスまで一括請負できる強みを活かし、
データセンター、物流、植物工場などの分野で事業拡大を 
図ります。

アジア事業の拡大
　M&Aにより獲得したものつくり力、エンジニアリング力を
活用し、現地完結型ビジネスを推進します。PM2.5を測定 
する分析計などの最新機器を核として環境対策事業の拡大を
図ります。

 2018年度中期経営計画   
　産業市場の変革に対応し、インフラ投資、更新需要を継続的に取り込むとともに、アジア事業の現地化を加速します。

売上高（国内外別） 
（億円） 

営業利益 
（億円） 

売上高（国内外別） 
（億円） 

15% 14% 海外
比率

291

1,651

営業利益 
（億円） 

雪氷冷房を適用したデータセンター

T O P I C S

287

1,707

314

1,831

（年度）

（年度）

（年度）

（年度）

※ 2015年度実績は、2016年度の事業組替を反映し表示しています。

14% 15% 16% 海外
比率

344 海外 +57

292 海外 +1

1,837 国内 +130 

1,728 国内 +77 

15–18 
増減額
+187

15–18 
増減額
+22

増減額
+78

増減額
+17

2012
実績

2015
実績

2012
実績

2015
実績

1,942 2,020 113
130

2015
実績

2016
経営計画

2018
中期経営
計画

2015
実績

2016
経営計画

2018
中期経営
計画

1,994
2,145 2,181

112
131 134
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パワエレ機器
2015年度中期経営計画振り返り   
　インバータ、サーボ、器具、パワーコンディショナなどの国
内の需要が堅調に推移するとともに、盤事業を担う富士
SMBE社の新規連結などにより、2015年度の売上高は
2012年度に対し266億円増の2,030億円、営業利益は
2012年度に対し58億円増の78億円となりました。営業利
益は改善したものの、営業利益率は低水準にとどまりました。
　2015年度までの3年間は、国内マザー拠点（鈴鹿工場、神
戸工場）の生産体制整備、事業・機種の見える化に着手する
とともに、M&A、協業および地産地消推進の方針のもと、グ
ローバルでものつくり体制の強化に取り組みました。さらに
アジアでの事業拡大を狙い、シンガポールの配電盤メー
カー、インドのエンジニアリング会社を買収し、販路・エンジ
ニアリング力を獲得しました。タイ工場でパワエレ機器の 

生産を開始し、日本・中国・タイの3拠点体制を構築し、中国
で高圧インバータの販売・製造会社を設立しました。

 2018年度中期経営計画   
　これまで取り組んだM&A、協業の成果の刈り取りおよび地産地消の強化によりグローバルでの事業拡大を目指します。

北米における地産地消体制の確立
　米国バージニア州にパワエレ機器の工場を2015年5月に新設し、インバータ盤、鉄道用電
機品の製造を開始しました。
　今後、UPSなど生産機種を増やし、北米事業の拡大を目指します。

売上高（国内外別） 
（億円） 

28% 32% 海外
比率

495

1,269

営業利益 
（億円） 

米国で鉄道用電機品を製造

T O P I C S

利益体質の強化
　国内マザー拠点における生産機種の再編・集約による合理
化および開発機能の集約、徹底的な内製化と標準化などによ
り、利益体質の強化を図ります。

グローバル事業の拡大
　インフラ投資を中心に成長が見込まれるアジアでは、富士
SMBE社、富士Gemco社を活用して盤、コントローラ、イン
バータなどを組み合わせたシステム事業の拡大を図るととも
に、タイ工場、インド工場での地産地消を拡大します。
　北米では、市場伸長が見込まれる鉄道事業の拡大、データ
センター向け無停電電源装置（UPS）の市場参入を図ります。

グローバル新製品の早期市場投入
　海外市場に適合した新製品、および次世代パワー半導体
（SiC、第7世代 IGBTモジュール）を搭載し差別化したイン
バータ、サーボ、鉄道用電機品、UPSの開発を加速し、早期
の市場投入を目指します。

モーション･FA事業の拡大
　自動化ニーズを捉え、コントローラ、サーボ、インバータな
どの製品を統合し、鉄鋼プラント、組立工場、輸送、物流など
の新分野で事業拡大を目指します。

売上高（国内外別） 
（億円） 

営業利益 
（億円） 

663

1,425

670

1,477

（年度）

（年度）

（年度）

（年度）

※ 2015年度実績は、2016年度の事業組替を反映し表示しています。

32% 31% 35% 海外
比率

812 海外 +149

658 海外 +163

1,523 国内 +98 

1,371 国内 +102 

15–18 
増減額
+246

15–18 
増減額
+69

増減額
+266

増減額
+58

2015
実績

2016
経営計画

2018
中期経営
計画

2015
実績

2016
経営計画

2018
中期経営
計画

2,088

94

2,146

116

2,334
163

2,030
1,764

2012
実績

2015
実績

2012
実績

2015
実績

20

78
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電子デバイス
2015年度中期経営計画振り返り   
　2015年度の売上高は、パワー半導体の新エネルギー分野
向けが海外を中心に伸長し、2012年度に対し70億円増の
1,198億円となりました。営業利益は、2012年度に実施した
事業構造改革に加え、固定費削減などにより、2012年度に
対し111億円増の99億円と大幅に改善しました。
　2015年度までの3年間は、パワー半導体の海外での事業
強化に向け、海外デザインセンターの開設、海外生産の拡大
（マレーシア、フィリピン、中国）により、現地設計、地産地消体
制を推進しました。国内において、山梨製作所で8インチラ
インの稼働を開始し、ウエハーの大口径化を進めるとともに、
2012年7月に買収した富士電機津軽セミコンダクタ（株）で
生産を拡大しました。また、マレーシアのパワー半導体とディ
スク媒体の子会社を統合し、より強固な経営体質を確立しま
した。

第7世代 IGBTモジュールの発売
　汎用インバータ、工作機械、新エネルギーなどのさまざまな分野で、さらなる省エネや
高信頼性を可能にする第7世代 IGBTモジュールを開発し、2015年8月に発売しました。 
素子構造の最適化により、大幅な電力損失の低減を実現します。
　今後、さらにラインアップを拡充し、売上拡大を目指します。

売上高（国内外別） 
（億円） 

60% 63% 海外
比率

680

448

営業利益 
（億円） 

第7世代 IGBTモジュール

T O P I C S

パワー半導体の新製品開発の加速
　産業、鉄道、自動車向けSiCモジュールの開発強化と、第
7世代 IGBTモジュールの系列拡大を図ります。また、2019
年以降の事業拡大に向けた自動車向けの機種開発を強化し
ます。

産業･新エネルギー分野を中心に売上拡大
　自動化、省エネ化需要が高まる中、第7世代 IGBTモジュー
ルの投入により産業分野向けの売上拡大を図ります。また、
海外デザインセンターの強化・活用により、欧州・中国での新
エネルギー分野向けの売上拡大を図ります。

原価低減活動の推進
　マレーシア、フィリピン、中国での生産拡大により地産地消
を加速します。設計や生産技術力の強化を図り、原価低減を
推進します。

 2018年度中期経営計画   
　産業・新エネルギー分野向けパワー半導体を中心に売上拡大を図るとともに、SiCモジュールの開発ならびに自動車向け
機種開発を強化します。

売上高（国内外別） 
（億円） 

営業利益 
（億円） 

757

444

764

436

（年度）

（年度）

（年度）

（年度）

63% 64% 65% 海外
比率

851 海外 +94

757 海外 +77

465 国内 +21 

441 国内 –7 

15–18 
増減額
+114

15–18 
増減額

0

※ 2015年度実績は、2016年度の事業組替を反映し表示しています。

増減額
+70

増減額
+111

2012
実績

2015
実績

2012
実績

2015
実績

2015
実績

2016
経営計画

2018
中期経営
計画

2015
実績

2016
経営計画

2018
中期経営
計画

1,128 1,198

–12

99

1,202 1,200 1,316
98

75

98
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食品流通
2015年度中期経営計画振り返り   
　2015年度の売上高は、国内自販機市場の縮小を中国自販
機市場の伸長およびコンビニエンスストア向けの事業拡大に
よりカバーし、2012年度に対し29億円増の1,150億円、営業
利益は2012年度に対し14億円増の78億円となりました。
　2015年度までの3年間は、自販機事業において、中国市
場の伸長に対応するため、生産能力を倍増させ、年間5万台
体制に増強するとともに、製販分離による体制整備を進めま
した。また、アジア市場参入に向け、タイ工場でグローバル
自販機の生産を開始しました。
　店舗流通事業において、コンビニエンスストア向け新製品
を投入するとともに、自動釣銭機事業を拡大しました。

中国での自販機事業拡大
　自動販売機の需要が拡大する中国では、当社出荷台数が増加しています。大連工場では、2015年
度中に従来比約2倍の年間5万台へと生産能力増強投資を実施しました。
　今後、中国ではデジタルサイネージやスマートフォンに対応した先進的な自動販売機の導入促進が
見込まれています。市場の変化を先取りした開発・生産体制のさらなる強化により、中国においても
シェアNo.1企業として市場をリードします。 自動販売機の

生産ライン（大連）

T O P I C S

売上高（国内外別） 
（億円） 

1% 10% 海外
比率

9

1,112

営業利益 
（億円） 

 2018年度中期経営計画   
　中国を中心とした自販機事業の拡大、国内のコンビニエンスストア向けを中心に店舗流通事業の拡大を図ります。

中国･アジアにおける自販機事業の拡大
　中国では飲料市場が堅調に推移する中、人件費高騰など
による自動サービス化ニーズの高まりにより、自動販売機の
さらなる需要拡大が見込まれています。現地の生産能力を
2015年度末に比べ倍増となる年間10万台体制に増強する
とともに、開発・販売・サービス体制を強化し、事業拡大を図
ります。
　アジアでは現地飲料メーカーの自動販売機の展開支援、現
地オペレータ会社の設立などにより、事業基盤を構築します。

高付加価値自動販売機の投入
　デジタルサイネージ（電子看板）を採用した自動販売機など
高付加価値機を国内および中国市場に投入します。

店舗流通事業の拡大
　多様化する顧客ニーズに対し、現場管理・施工管理体制お
よび顧客サービス対応を強化します。また、冷却ユニットを内
蔵した配管・室外機が不要な次世代型ショーケースなどコンビ
ニエンスストアを中心とした次世代店舗向け新製品を投入し
ます。

売上高（国内外別） 
（億円） 

営業利益 
（億円） 

119

982

138

1,023

（年度）

（年度）

（年度）

（年度）

11% 12% 20% 海外
比率

234 海外 +115

967 国内 –15 

15–18 
増減額
+100

15–18 
増減額
+10

119 海外 +110

1,031 国内 –81 

増減額
+29

増減額
+14

2012
実績

2015
実績

2012
実績

2015
実績

1,1501,121 64
78

2015
実績

2016
経営計画

2018
中期経営
計画

2015
実績

2016
経営計画

2018
中期経営
計画

1,100 801,160 881,200 90

※ 2015年度実績は、2016年度の事業組替を反映し表示しています。
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2015年度報告　研究開発

コア技術であるパワー半導体技術とパワーエレクトロニクス技術を計測・制御技術と組み合わせ、エネルギー・環境分野
の最適化を実現するソリューションの研究開発に注力しています。

研究開発方針

 パワー半導体とパワーエレクトロニクスなどのコア技術の拡大・強化
 熱、機械、計測・制御技術のシナジーを活かした新ソリューション商材の開発の加速
 オープンイノベーションの推進

2 0 1 5年度の主な取り組み

オープンイノベーションの推進  
　中国市場向けの新製品開発推進のため、中国の浙江大学と協業していましたが、新事業構築を強化するため、2015年度か
ら新たに浙江大学 -富士電機協業センターとして協業を強化しています。

クレーン制御ソリューション 
　最新のセンサ・インバータ技術、PLCソフトウェアパッケー
ジを組み合わせ、クレーンの位
置決め・振れ止め・捻じれ止め
の協調制御により業界最高レ
ベルの搬送精度を実現したク
レーン制御ソリューションを開
発しました。クレーン操作の自
動運転・省人化に貢献します。

熱、機械、計測・制御技術のシナジーを活かした新商材開発の加速  
　当社がこれまで培ってきた熱、機械、計測・制御技術を組み合わせ、全社シナジーを活かした商材の開発を強化しました。

IoT技術を適用した革新的なソリューション技術 
　電力システム改革に伴う電力小売業者向けにクラウド上で
の需給管理システムを開発しました。また、収集した各種 
プラントデータを工場の操業支援や異常診断、異常兆候予知

等のシステムとして活用するためのビッグデータ解析技術 
開発にも取り組んでいます。

トルコのAsyaport向けにクレーン制御 
ソリューションなどを9セット納入

燃焼制御ソリューションを構成する製品
（操作監視画面とコントローラ）

燃焼制御ソリューション 
　燃焼排ガスの中に含まれるCO（一酸化炭素）濃度を高速
で測定することができるレーザガス分析計と、CO濃度により
燃焼空気量を制御する燃焼制
御ソリューションを開発しまし
た。ボイラーの燃焼効率が最
も高い制御を行うことで、燃料
費を約1%削減することがで
きます。

パワー半導体とパワーエレクトロニクスなどのコア技術の拡大・強化  
　高信頼で、高性能な次世代パワー半導体SiCモジュールの開発に取り組むとともに、その低損失、高温動作等の特徴を生か
したパワエレ製品の開発を推進しました。

3,300V耐圧ハイブリッドモジュール 
　SiC-SBD*と第6世代（Vシリーズ）IGBTを適用した3,300V
耐圧のハイブリッドモジュールを開発しました。本モジュール
を搭載した駆動用主変換装置を東
海旅客鉄道（株）様向けに開発し、
高速鉄道で世界初となる走行試験
をN700系車両で行っています。

SiC搭載防塵防水型インバータ 
　SiCの特徴である低損失により発熱を抑え、冷却ファン不
要の全閉自冷構造を採用したインバータを開発しました。こ
れまでは設置が困難だった水、蒸
気、粉塵が多い環境に対応し、食
品加工や機械加工等の設備での
利用が期待されています。ハイブリッドモジュールと主変換装置 SiCモジュールとインバータ

* SBD:Schottky Barrier Diode
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2015年度報告　知的財産

知的財産を重要な経営資源と位置付け、事業戦略・研究開発戦略と連動した知的財産戦略の取り組みを推進し、 
グローバルでの事業の強化・拡大に貢献しています。

知的財産方針

 事業の企画や研究開発の源流に入り込んだ知的財産活動の強化
 海外知的財産の制度・実態の把握と対応、および海外拠点における知的財産活動の強化
 国際標準化活動の推進

2 0 1 5年度の主な取り組み

事業の企画や研究開発の源流に入り込んだ知的財産活動  
　エネルギー関連事業とパワーエレクトロニクス関連事業を
中心とした特許出願に注力しました。また、研究開発着手前
のテーマ企画の段階から、事業・開発の方向性を確認して特
許の分析・調査に基づく知財戦略を立案するとともに、事業上
優位な特許群を構築しました。
　今後も事業・開発部門と連携した取り組みを強化し、保有し
ている知的財産の積極的な活用を図っていきます。

主な特許出願分野
• パワエレ製品の高効率化、省エネ化の特許
• SiC関連技術をはじめとする半導体に関する特許

• 自動販売機に関する特許

グローバル化に対応した知的財産活動  
　グローバルでの知的財産活動を強化しており、事業におけ
る知的財産リスクを低減するために、海外知的財産の調査、
模倣品対策を継続して行っています。
　2015年度は、中国において現地の知財部門が主体となり、
発明の発掘活動や模倣品対策などに取り組むとともに、マ
レーシアなどアジア諸国で、国に応じた技術流出対策などの
整備を進めました。

　さらに、IEC（国際電気標準会議）における無線障害に関す
る委員会に国際副幹事を輩出し、国際会議を招

しょうへい
聘するなど、

国際標準化活動に積極的に貢献しています。
　今後も海外における知的財
産活動を強化していくととも
に、戦略的に国際標準化に取
り組みます。
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富士電機（中国）社における
特許ミーティングの様子
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2015年度報告　ものつくり

地設（現地設計）・地産・地消の考えのもと、日本をグローバルマザー拠点（工場）と位置付け、アジア・中国をはじめと 

する海外拠点と連携し、国内外の幅広い市場ニーズに応える体制の構築に取り組んでいます。2015年度は、米州やインド
で新工場を立ち上げるなど、海外生産の拡大を図っています。創業以来培われた「ものつくりDNA」を継承すると 

ともに、IoTを活用した新たなものつくりへ挑戦し、生産性のさらなる向上、最高の製品・サービスの提供に取り組んで
いきます。

ものつくり方針

 グローバル生産拠点戦略の推進
 現場力・生産技術力・人材育成の強化
 グローバルサプライチェーン改革の推進
 製品の品質向上

2 0 1 5年度の主な取り組み

生産技術力の強化  
　競争力の高いものつくりを行うため、生産技術力の強化を
図っています。設備技術センター（埼玉地区）に、生産技術者
を結集し、設備技術開発やコアとなる要素技術の開発に取り
組んでおり、各工場と連携して実際の製造設備や工程改善、
自働化ラインの開発を進めました。
　GE富士電機メーター（株）安曇野工場では、自社設計、 

製作を徹底した量産ラインを 
構築し、「スマートメータの量産
化」を短期間かつ低コストで実
現しました。（自働化率2014年
度69%→ 2015年度89%）

製品の品質向上  
　「品質」を生産技術の重要な要素の一つと捉え、全社横断
組織である生産技術委員会の中に「品質保証部会」を設置し、
安定的かつ均一な品質水準の実現を目指して活動していま

す。2015年度は、国内外の各拠点の品質向上活動、QC検
定合格者拡大、失敗を活かす研修会の開催、リスク対応の強
化など、製品の品質向上に取り組みました。

人材育成の強化  
　メーカーの原点であるものつくり力の強化に向け、国内 
マザー拠点では、技術・ノウハウの蓄積、および技能五輪への
取り組みを通じ、高いレベルに挑戦できる技術・技能と意欲を

持った優秀な人材の育成に取り組んでいます。国内で培われ
た「ものつくりDNA」を海外拠点へ伝承し、世界どの地域で
も、同じ品質・サービスの提供を可能としていきます。

安曇野工場 自働化ライン

技能五輪の訓練に励む若手社員

中国 自動販売機工場の生産性向上の取り組み
　2015年度は、「生産性向上、生産リードタイム短縮、仕掛品の削減」に取り組みました。作業 
工程分析により、問題点を特定し、作業工程の見直しや組立ラインのレイアウト変更などを進め、
効率的な部材供給や流れ生産化を実現することで作業時間、運搬時間を削減し、大きな 
成果をあげることができました。
　今後、中国の自販機市場は大きな伸長が予想されており、物量増加が見込まれています。
2016年度は、増設した生産設備や新設した自働溶接ラインを有効活用し、SCM*活動を 
通してさらなる生産性向上を実現することで、年間40,000台（前年度29,000台）の生産目標を
達成します。
*  Supply Chain Management。企業や組織の壁を越えてプロセス全体の最適化を行い、無駄を排除することで、企業に高収益を 
もたらす戦略的な経営管理手法

大連富士冰山自動販売機社
製造課の社員

T O P I C S
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収益力の向上やリスク軽減を図るため、グローバル規模で調達体制を構築し、製品に使用する部材や間接材など 

すべてのコスト抑制に努めています。また、社会的責任に配慮している取引先様とのパートナーシップ構築により、
CSRに配慮した調達活動を推進しています。

直接材・間接材コストダウンの強化  
　当社は、直接材および間接材のコストダウンの取り組み
をグローバル規模で強化しています。
　2015年度は、開発・設計段階から調達部門が関与する
開発購買を強化し、タイ生産拠点では現地調達の拡大を
図り、直接材の原価低減を行いました。間接材では、生産
現場で実施した消耗工具や事務機器・通信費などあらゆる

間接材のコスト削減ノウハウを海外生産拠点に水平展開
し、削減効果の最大化に努めました。
　今後は、プラントやシステム機器分野の開発購買を強化
するとともに、グループ全体で間接材の集中購買を進め、
さらなるコスト削減を図っていきます。

CSR調達の推進  
　取引先様とともにサプライチェーン全体におけるコンプラ
イアンス違反や人権侵害を未然に防ぐための取り組み、環境
負荷の小さい部材を調達するグリーン調達を積極的に進めて
います。
　2015年度の実施内容は下記のとおりです。

紛争鉱物への対応
　調達先を通じた人権侵害行為への加担を行わない方針の
もと、コンゴ民主共和国およびその周辺国における紛争地域
から産出される鉱物のうち、スズ、タンタル、タングステン、金
とその派生物について、武装勢力の資金源および人身売買、
強制労働、児童労働、虐待、戦争犯罪などに関わるものの使
用を禁止するよう推進しています。
　2015年度は、加盟しているJEITA（（一社）電子情報技術産
業協会）の「責任ある鉱物調達検討会」に参加し、情報収集に
努めました。社内においては、国内主要拠点の調達部門など
を対象に、人権侵害や紛争鉱物の研修（2回、47名参加）を実
施しました。
　今後も取引先様とともに、紛争鉱物への適正な対応により
社会的責任を果たすよう取り組んでいきます。

2 0 1 5年度の主な取り組み

グローバル調達力の強化  
　全世界規模で最適な取引先様を開拓するため、グローバル
調達体制の構築を目指しています。
　2015年度はアジアに調達拠点（IPO）を設置し、タイ生産拠
点において、遵法教育や調達リスク、折衝技術等の教育を実
施し、調達力の底上げを図りました。

　今後は、グローバルに全拠点で共有できる調達情報データ
ベースを構築し、グローバル調達の拡大を図っていきます。

取引先様
•  取引先様のCSR活動状況を把握するため、 

CSRアンケートを実施（300社）
•  取引先様向けCSRセミナーの実施（18社）

富士電機
調達におけるコンプライアンス研修の実施
国内 ： 31回、973名参加
海外 ： タイ2社、49名参加

2015年度報告　調達

調達方針

 グローバル調達力の強化と購買担当者の育成
 開発購買による直接材コストダウンの強化
 グループ全体活動による間接材コストダウンの強化
 CSR調達の推進

タイ生産拠点における調達教育の様子
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2015年度報告　人材

2 0 1 5年度の主な取り組み

人権尊重  
　企業の意思決定や事業活動において人権尊重責任を果たし
ていくためには、従業員一人ひとりが常に人権尊重の視点を
もって行動し、人権を侵害したり人権侵害に加担しない企業 
風土を醸成・維持していくことが不可欠です。富士電機では、
人権尊重を推進する体制整備に取り組んでいます。

人権啓発推進体制の整備
　2014年度に策定・展開した「従業員の人権に関する方
針」ならびに「人権チェックシート」に従って国内外の各事
業所・子会社が実施した自己点検結果に対し、海外製造
子会社を中心にヒアリングを行いました。ヒアリングに基
づいた改善策の検討を進めるとともに、人権に関する取り 

組みの推進にあたっての課題等についても意見交換を 
行いました。

教育・啓発活動
　国内の階層別教育において、グローバル基準の人権と企業
の人権尊重責任への理解を深めることに重点を置いた研修を
実施しました。特に幹部社員層に対しては、自社のみならずサ
プライチェーンでの人権リスクに対する感度を高めるため、
ケーススタディを活用したグループ討議を行いました。
　また、人権が尊重され、差別やハラスメントのない職場運営
がすべての事業活動の基本であるとの認識から、国内全従業
員を対象にハラスメントに関するeラーニングを実施しました。

安全衛生  
　富士電機では「働く者の安全と健康はすべてに優先する」
という基本理念を掲げ、全社員が一丸となって、安全な職場、
安全な作業を目指し日々安全衛生活動に取り組んでいます。

安全衛生大会の開催
　2016年2月12日、富士電機安全衛生大会を開催しました。
本大会では、国内全事業所の安全衛生担当者をはじめ、労働
組合や協力会社からも多くの参加者が集い、1年間の内省と
新しい年度の取り組みを確認しています。今回は、昨年社内
で発生した災害の発生原因について、当時の状況を全員で確
認・共有するとともに、その内容を自部門内へ周知することを
確認し、再発防止を誓いました。

安全衛生教育の継続的実施
　労働災害を防ぐには、全社員がそれぞれの立場で職場の不
安全状態・行動にいち早く気づき、そのリスクを摘み取ること
が重要です。そのためには、一人ひとりが安全に関する正し
い知識と意識を身につけていなければなりません。富士電機
では、資格取得時だけでなく、定期的に能力向上を目指すリ
フレッシュ教育等を実施し、継続性の観点からも安全衛生教
育を企画・実施しています。

職場点検パトロール
　慣れた作業の中に潜むリスクに気づくには、第三者の目で
点検することが効果的です。これには、グループ会社も含め
た計画的な安全パトロー
ルの実施が欠かせません。
富士電機では、国内の工
場や建設現場はもちろん、
中国や東南アジアなど海
外拠点の安全パトロール
にも力を入れて大きな成
果をあげています。

無災害記録の達成
　松本工場が厚生労働省の示す「第三種無災害記録」を、同
じく吹上工場が「第一種無災害記録」を達成し顕彰されまし
た。これからもより安全で快適な職場の実現に向けて、労働
災害の撲滅を目指します。

人権尊重や安全衛生など、働く環境の整備に注力しています。同時に、人材が 

企業の競争優位を生み出す最大のエネルギーであるとの認識のもと、社員一人
ひとりが能力を最大限に発揮できるよう、人材育成に積極的に取り組んでいます。
　また、グローバルに事業を拡大していくために、多様な価値観や考え方を取り
込むことで企業の競争力強化につなげることを目指し、ダイバーシティ（多様な
人材の活躍）を人材戦略の重点課題としています。 キャリアアップサポート研修

安全パトロールの様子
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人材育成  
　富士電機の経営理念・経営方針を具現化し、自律的かつ継
続的に成長していく「プロフェッショナルな人材」の育成を目
指し、各職場でのＯＪＴ（業務経験を通じた能力開発）に加え、
全社横断的な教育・研修を積極的に実施しています。
　また、グローバルな事業展開の拡大に向け、働いている場
所や国籍を越えて社員が力を合わせてチームとして力を発揮
することを目指した人材育成に取り組んでいます。

階層別教育
　管理職昇格、部長職任命等の節目において、組織の総合力
発揮に向けた階層別教育を実施しています。2015年度は
419名が、「意思決定」「コミュニケーション」等、組織マネジメン
ト力の向上を目的としたカリキュラムを受講しました。

選抜教育
　将来の経営人材候補者の早期発掘と継続的な育成を目的
とした選抜研修の充実に取り組んでいます。2015年度は、課
長職層14名が受講しました。

グローバル化教育
　2015年度はローカル幹部スタッフ13ヵ国22名を集めた「グ
ローバル・リーダーシップ研修」を実施し、国や地域を越えた
ビジョンや課題の共有、参加者間の連携を深めました。また、
ローカル若手スタッフを対象とし、製品知識の向上やお互い
のネットワークづくりを狙った「営業力強化研修」をタイで2回
開催し、アメリカ・中東等より12ヵ国31名が参加しました。
　一方、日本からは若手社員12名を新たにトレーニーとして
海外へ派遣するとともに、技術者4名を海外留学に派遣しまし
た。海外への新規赴任者に対しては、赴任前研修を実施し、
文化の違いを越えて相互に認め合い、協力し合うことの大切
さとコンプライアンス意識の浸透を徹底しました。

ワーク・ライフ・バランス  
　多様な人材が働きやすく、能力を最大限に発揮できる職場
環境づくりを目指し、ワーク・ライフ・バランス実現に向けた取
り組みを強化しています。「働くときは働き、休むときはしっか
り休む」というメリハリのある働き方を提唱し、休暇を取りや
すい風土を根づかせるべく活動を展開してきました。
　2015年度は、長時間労働是正に向けて数値目標を設定 
するとともに、労使で取り組みをフォローするための定期的な
協議の場を設けました。
　また、男性社員の育児参画を推進するため、育児に関する
休暇制度の拡充を行うとともに、制度取得促進を目的として、

会社が男性社員の家族の出産を把握した時点で、当人とその
上司に配偶者出産時の休暇制度についてのメールを配信し、
制度を積極的に活用するよう呼びかけを行っています。さらに
男性社員の育児参画を醸成するためのイ
クメンセミナーの開催や階層別研修での
教育の実施、イクメンポスターの掲示等、
社員意識の変革に向けた取り組みを行い
ました。介護に対しては、基礎知識を習
得するためのセミナーを開催しました。

障がい者雇用  
　「一人でも多くの障がい者を雇用して、定年まで就業を継続
する」という考えのもとに、障がい者の雇用促進と就業継続に
取り組んでいます。
　2015年度も、引き続き全国の事業所にて新規職域拡大に
取り組んだ結果、19名（新卒14名・中途5名）の障がい者を新
たに採用し、2016年3月現在の富士電機グループの障がい者
雇用率は2.3%となっています。
　障がい者への社員教育については、全国障害者技能競技
大会や障害者ワークフェアへの参加、行動目標制度等を通じ
て職業人としての自立を促しています。また、基礎学習能力

の維持・向上、体力強化を含めた健康管理、宿泊研修などを
活用した生活管理を通じて、社会人としての自立を支援する
ことも重点的に取り組んでいます。その結果、各種資格の取
得など、さまざまな成果をあげています。

電子基板の試験作業 フォークリフトでの作業の様子

グローバル・リーダーシップ研修

イクメンポスター
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女性活躍の推進  
　富士電機は、経営方針に「多様な人材の意欲を尊重し、
チームで総合力を発揮する」を掲げ、ダイバーシティの強化を
継続的に進めています。その一環として特に女性活躍の推進
に注力し、理工系女子学生の積極的な採用や、若手・中堅女
性社員に対するキャリアアップサポート研修、女性先輩社員と
後輩社員によるメンター制度、育児休職者と上司によるペア
ワーク研修などのキャリア形成支援、管理職をはじめとする全
社員への啓発等、女性活躍の推進に向けた活動を幅広く展開
しています。
　当社は2013年、多様な人材を活用してイノベーションの創
出・生産性向上等の成果をあげている企業として、経済産業
省が主催する「ダイバーシティ経営企業100選」に選定されて
います。
　さらに、女性活躍推進に関するこれらの取り組みが総合的
に評価され、2016年に「なでしこ銘柄」に選定されました。

女性社員キャリアアップサポート研修

　さらなる女性活躍の推進のため、女性幹部社員育成に向け
たキャリアアップサポート研修を実施しています。評価面談時
に実施したキャリアに関する意識調査では、キャリアアップを
目指す意思はあるものの、仕事やそれ以外の生活において漠
然とした不安を感じている状況にありました。そこで、具体的
なキャリアビジョン作成や女性先輩社員によるロールモデル
講演会等によりキャリアアップに挑戦する意欲を高めるととも
に、中堅社員に必要なスキルを身につけることを目的とした
研修を実施しました。

主な取り組み
採用活動 • 理工系女子採用プロジェクト

キャリア形成支援
•女性社員キャリアアップサポート研修
•異業種合同女性管理職研修
•シスター制度(女性社員間のメンター制度)

育児休暇からの復職者支援 • ペアワーク研修

ダイバーシティ推進の浸透
•   各事業所に拠点担当者を配置し、事業所 
ごとの取り組みを強化
•   階層別教育

女性社員／女性管理職の推移（4月1日時点）

2014年度 2015年度 2016年度

正社員数 14,418名 14,260名 14,057名

女性社員数 1,754名 1,764名 1,737名

女性社員比率 （12.2%） （12.4%） （12.4%）

女性管理職数 42名 46名 48名

管理職に占める女性比率 （1.6%） （1.7%） （1.9%）

※ 管理職：課長職層以上   
※   対象会社：富士電機（株）、富士電機機器制御（株）、富士オフィス&ライフサービス
（株）、富士電機 ITセンター（株）、富士電機フィアス（株）、（株）富士一級建築士事務所、
（株）富士電機フロンティア  

女性活躍に関する数値目標
2020年度女性役職者層 300名

2020年度女性大卒・高専卒採用割合 20%

※  役職者層 ： 係長クラス以上
※  対象会社 ： 富士電機（株）、富士電機機器制御（株）、富士オフィス＆ライフサービス（株）、
富士電機 ITセンター（株）

シスター制度（女性社員間のメンター制度） 
　シスター制度は、他部門の女性上級者を女性社員の相談
相手として選定し、面談を通じて、女性社員の成長を支援する
制度です。
　富士電機では、女性社員間で身近にロールモデルや相談相
手になる人が少ないという課題がありました。そこで、①先輩
社員から「キャリア形成」「仕事と仕事以外の両立」について支
援を受けることによる後輩社員の成長、②女性社員間のネッ
トワーク構築、③先輩社員の人材育成能力の向上につなげる
ことを目的として、2011年度より実施しています。2015年度
までの5年間で延べ218名が参加しています。

「なでしこ銘柄」に選定

　経済産業省と東京証券取引所は共同で、女性活躍推進に
優れた上場企業を「なでしこ銘柄」に認定しており、当社は上
場企業約3,500社の中からその1社として選ばれました。
　「なでしこ銘柄」は中長期の企業価値向上を重視する投資
家にとって魅力ある銘柄として、①女性のキャリア支援、 
②仕事と家庭の両立支援の
2つの側面でスコアリングす
るとともに、ROE（自己資本
利益率）など財務面でのパ
フォーマンスを加味して業種
ごとに銘柄選定されます。 「なでしこ銘柄」ロゴマーク
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女性社員の成長を支援する

富士電機では、女性社員の相談相手が身近にいないという不安や悩みを解決するため、女性先輩社員に相談できる 
「シスター制度」を導入しています。

 富士電機のシスター制度とは

　「『職場の中で女性社員
が一人で、仕事や家庭のこ
とを相談する相手がいない
ため不安を感じる』という声
を聞きます。何とかこの問
題を解決できないかとこの
制度を導入しました」と語るのは、人事・総務室の工藤。
　シスター制度とは、2～3ヵ月に1回の面談を通じて女性
社員のキャリア形成や両立に向けた支援を行う当社の制
度。2015年度は、36組・72名が参加した。また、円滑なコ
ミュニケーションの取り方や、相談内容の共有、解決法の
討議などを行う集合研修を3回実施し、女性社員の成長を
支援している。

 広い視野を求めて

　税務関係で主に海外拠
点との取引などを担当する
部門で働く立川。参加の動
機は「入社以来ずっと同じ
職場で仕事をしてきたので、
もっと広い視野が持てない
か、上司の勧めもあり、キャ

リアアップの一環として参加しました。アドバイザーの方
がどんな方か不安はありましたが、それよりも期待と楽し
みの方が大きかったですよ」と笑顔で答える。

 経験を活かしてアドバイス

　アドバイザーの佐藤は、
富士電機ＩＴセンター（株）の
人事部門で働く管理職。
「立川さんは仕事も家庭も
大切にする頑張り屋さん。
でも、ときには息抜きも必
要」と自身の経験からアドバ 

ダイバーシティ担当　工藤 香織

富士電機 ITセンター（株） 業務企画部
人事総務課　主査　佐藤 美香子

経営企画本部 財務室 税務部
国際税務課　立川 いづみ

現場ルポ　シスター制度

イスする。「もう少し肩の力を抜いて。笑顔を絶やさない
素敵な女性になってほしい。立川さんは自分の力で羽ば
たいていける女性です。でも、困ったときはいつでも相談
に来て」と笑顔でエールを送る。

 お互いの成長につながる「気づき」

　「『海外との取引な
どの仕事は視野が
広がる職場だよ』と
言われた時は目から
ウロコでした。違っ
た視点で見てもらえ
たことで、気づきも 
あり、考え方も変わりました」と研修の成果を語る立川。
　佐藤に子育てについても聞いてみた。「世話を焼くのが
当たり前と考えていましたが『子どもが自分でできることは
できるだけ任せることを通じて一人の人間として自立させ
ることも大切』と4人のお子さんを育てる佐藤さんの話に感
銘を受けました。いつか自分の経験が活かせるときが来た
ら、今度は私も後輩社員に伝えたいです」と語ってくれた。
　面談の中、ネットワークについての話も出た。「研修を
通じて普段の仕事では知り合い得ないネットワークがで
き、人の輪が広がっていく感じがする」（佐藤）
　「研修で職場内でのコミュニケーションの大切さを 
改めて学びました。忙しくても声をかけることを心がけて
います」（立川）
会話の端々にお互いの成長を感じる瞬間がある。

 働く女性に向けて

　「制度導入から5年目を迎え、参加人数も延べ200名を
超えました。この研修を通じて仕事と仕事以外の双方の
充実を図り、女性社員がその力を余すことなく発揮できる
職場風土づくりにつなげたい。この研修はそのきっかけづ
くりだと考えています」（工藤）
　富士電機の女性社員への支援は続く。

面談の様子
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2015年度報告　環境

地球環境保護への取り組みを経営の重要課題の一つと位置付け、「環境保護基本方針」を定め、本業を通して地球環境
保護に貢献する「環境経営」を推進しています。
2012年度に電気、熱エネルギー技術と生産計画の連携によるエネルギー利用の最適化を目的とした「工場スマート化」
を開始、2015年度は、モデル4工場（川崎・東京・山梨・三重）に加え、水平展開工場7拠点における「エネルギー見える
化」の取り組みが成果に結びついています。

環境保護基本方針

1. 地球環境保護に貢献する製品・技術の提供
2. 製品ライフサイクルにおける環境負荷の低減
3. 事業活動での環境負荷の削減
4. 法規制・基準の遵守
5. 環境マネジメントシステムの確立と継続的改善
6. 従業員の意識向上と社会貢献
7. コミュニケーションの推進

環境ビジョン2020  
　富士電機は、「環境経営」を推進するための中長期的な環
境活動の道標として、2009年に「環境ビジョン2020」を策定
しました。ビジョン策定にあたり、ステークホルダーおよび企
業の視点で、優先して取り組むべき重要課題を特定し、それ
ぞれの具体的な取り組みと目標を設定し、展開しています。

「環境ビジョン2020」では、特定した重要課題である「地球温
暖化防止」「循環型社会形成」「企業の社会的責任」を3本の柱
として、自社の生産活動における環境負荷低減とともに、当社
が得意とする電気、熱エネルギー技術を活かした製品・技術の
提供により、持続可能な社会の実現を目指します。

重要課題の特定に用いた視点

ステークホルダーの視点

世界的に解決すべき課題

国際的合意事項、法規・規制、業界の協定

富士電機の活動が与える影響

企業の視点

経営への貢献
経営理念、経営方針との関わり

コア技術
地球環境保護に貢献する製品、 
サービスの需要の高まり

経営へのリスク

エネルギー監視モニタによる「エネルギー見える化」（吹上工場）
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環境経営3ヵ年ローリングプラン
　「環境ビジョン2020」の実現に向け、「環境経営3ヵ年ロー
リングプラン」を策定し、継続的な活動を推進しています。
　この活動では、社会の変化を捉えた環境経営戦略を毎年検
証し、環境経営のガバナンス向上、地球温暖化対策、化学物
質対策などをテーマに、具体的な目標を設定しています。常
に3ヵ年先までの各年度の目標や活動計画の見直しを行い、
「環境ビジョン2020」の確実な実現を目指します。

3ヵ年
ローリングプラン

環境ビジョン
2020

2015年度
活動

2016年度
活動

2017年度
活動

「環境ビジョン2020」の取り組み
　「地球温暖化防止」の主な取り組みとして、2020年度には、
生産時のCO2排出量をグローバルで2006年度（38.1万トン）
比20%削減するとともに、省エネ・創エネ製品の販売拡大に
より、社会のCO2排出量を1,700万トン削減することを目標と
しています。
　「循環型社会形成」の主な取り組みとして、生産資材につい
ては、廃棄物の最終処分率の低減を目標とし、廃棄物の総量
削減とともに再資源化を進めています。水資源については、

投入量の生産高原単位の低減を目標に活動しています。特に、
生産活動での水使用量の多い拠点や、海外の水供給リスクの
高い拠点では、再利用率向上などの取り組みを強化しています。
　本レポートでは、「地球温暖化防止」と「循環型社会形成」の
主な取り組みを報告します*。
*  本レポートにおける環境活動の目標・実績の対象範囲は、特に表記のない限り、 
国内は連結子会社、海外は連結生産子会社

環境ビジョン2020
2. 循環型社会形成
•  製品の3R（リユース・リデュー
ス・リサイクル）を推進し、環境
配慮製品を拡大します。

•  廃棄物・エネルギー・化学物質
などの削減により事業所のゼ
ロエミッションを達成します。

1. 地球温暖化防止
•  生産時のCO2排出量を20%
削減します。（2006年度基準）

•  製品のエネルギー効率を向上
させ、省エネ・創エネ製品で社
会のCO2排出量を1,700万
トン削減します。

3. 企業の社会的責任
•  環境国民運動、自然環境保護
活動、環境教育を通して環境
意識の向上に努めます。
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2 0 1 5年度地球温暖化防止の取り組み

生産時のCO2 排出量削減  
　国内では、2012年度から、省エネとエネルギーコストの 
抑制を目的にCO2排出量削減の活動を進めています。
　2015年度、工場のスマート化を推進し、クリーンルームの
空調システムや工場内で使用される圧縮空気系統の効率の
見直しにより電力消費を節約しました。さらに、省エネポス
ターや省エネ冊子を作成・配布するなどの啓発活動を強化し
ました。2015年度の省エネによる金額効果は、2014年度に
対してエネルギーコストの6.1%となりました。これによるCO2

削減量は、11,014トンになりました。
　2015年度の生産時のCO2排出量は、20.5万トン（2006年
度比31.6%削減）の目標に対して、19.7万トン（同34.2%削
減）で目標を達成しました。
　海外では、空調のインバータ化や設定温度の見直しなどの
省エネ活動により、2015年度は927トンのCO2の排出を削減
しましたが、対目標では12.0万トン（2010年度比7.9%削減）
に対し、12.6万トン（同3.8%削減）となり、目標未達となり 
ました。
　海外の総量削減目標は未達でしたが、国内外の総排出量
（環境ビジョン2020 ： 2006年度比20%削減）は、目標32.5万
トン（同14.7%削減）に対し32.2万トン（同15.3%削減）と目
標を達成しています。

24.0

20.0

16.0

12.0

10.0

30

28

22.0 29

26

18.0 27

24

14.0 25

232014 2020
（目標）

（年度）2015

24.53
24.20

19.920.9 20.5 19.7 19.0

国内のCO2 排出量・売上高原単位*1の推移
（万 t-CO2） （t-CO2／億円）

CO2排出量（左軸）：  目標　  実績　  売上高原単位（右軸）
*1 CO2排出量を連結売上高で除いた値
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海外のCO2 排出量・生産高原単位*2の推移
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CO2排出量（左軸）：  目標　  実績　  生産高原単位（右軸）
*2 生産高当たりのCO2排出量（2006年度を100として表示）

製品による社会のCO2 排出量削減  
　2015年度の製品によるCO2排出量削減の貢献量は、イン
バータ、電子デバイスの売上高の拡大や水力発電、バイオマ
ス発電機を出荷したことで、2014年度比で554.8万トン増加
し、目標の882万トンに対して1,598.2万トンで、目標を達成し
ました。
　また、2015年度に出荷した製品が、その平均寿命まで 
稼働した場合のCO2排出削減貢献量は、7,501.4万トンとなり
ました。

1,800
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1,200

2014 2020
（目標）

（年度）2015

1,598.2

1,043.3

719
882

1,700

製品によるCO2 排出量削減貢献量*3

（万 t-CO2） 

 削減貢献量目標　  削減貢献量実績　
*3 2009年度以降出荷した製品が、1年間稼働した場合のCO2排出削減貢献量
　（電気・電子業界の「低炭素社会実行計画」で定めた貢献量算定方法を参考に算出）
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環境配慮製品 ： 製品ライフサイクル全体で、環境への負荷低減に配慮した製品。
省エネ化、省資源化、リサイクルなど6項目の基準のうち4項目以上が従来品に比べて
優れている製品。
環境貢献製品 ： その製品を使用することにより、環境保全に貢献する製品。自然エネ
ルギー利用や情報通信技術の活用などで環境に貢献している製品。

環境配慮や環境貢献に
特に優れた製品

環境配慮製品
環境貢献製品

58%
（対自社製品売上高）

スーパー
エコ製品

エコ製品

製品

認定

認定

エアロゾル複合分析計
日刊工業新聞社「2015年（第58回）十大新製品賞」受賞

大気中のPM2.5をリアルタイムに成分分析。見えない実態を解明し、大気汚染防止に貢献します。

  最先端の複数の測定方法を組み合わせた分析法により、大気中のエアロゾルの粒径、粒子数と、
化学成分（硝酸塩、硫酸塩、ブラックカーボン）の質量濃度を、同時に高精度で連続測定します。

  手作業で8時間以上かかっていた成分分析はサンプリングから分析まで自動化し、15分周期で 
ほぼリアルタイムに行い、成分分析にかかる時間を大幅に短縮しました。

   前面のタッチパネルにより主要な操作をすべて行うことができ、測定値の表示のほか、運転状況
の監視やアラームの表示も行います。

2015年度スーパーエコ製品

エコ製品認定制度
　エネルギー効率の向上や含有化学物質の削減に配慮した
「環境配慮製品」や、社会全体の環境負荷低減に寄与する「環
境貢献製品」の開発に努めるとともに、それらの普及促進に取
り組んでいます。
　この取り組みにあたって、富士電機共通のエコ製品認定制
度を定めています。製品の環境配慮を当社基準に照らして評
価し、一定の基準を満たした製品を「エコ製品」、そのうち業界
トップクラスの環境性能・環境貢献度を有する製品、社外で全
国レベルの表彰を受けた製品を「スーパーエコ製品」として認
定しています。
　2015年度は、エコ製品比率算定のための分母である自社
製品売上高について、製品セグメントごとに工場生産高と売
上高の関係を精査しました。その結果、エコ製品の売上高比
率（自社製品売上高に対する比率）は目標の48%に対し、
58%と達成しました。2016年度からは、エコ製品比率70%
達成のための、エコ製品登録機種を特定して、登録活動を推
進します。

　2015年度のスーパーエコ製品は、3機種追加の27製品とな
りました。

事例紹介　「新空調制御」東京工場

快適性と省エネを実現する空調制御 エネルギー消費最大23%削減
　富士電機では不快指数を基準にした空調運転制御技術を
開発し、ビル管理システム（BAS）に導入しました。その結果、
2015年夏の東京工場内のビルの空調エネルギーを最大
23%、平均7%削減しました。また、最高気温が35℃を超え
た日でも9%の削減効果が出ました。通常の空調制御では室
温だけを計測して温度を下げようとするため、除湿のエネル
ギーロスが大きくなってしまいます。温度と湿度から求めた
不快指数を基準に最適制御することで無駄な除湿運転を減ら
すことができ、快適性を維持したまま省エネにつながります。

　今後はこの技術を活用し、政府が定めた2030年度までの
温室効果ガス排出量削減目標（ビル）の約40%減に貢献して
いきます。

温湿度センサ 運転設定画面
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廃棄物の削減  
　廃棄物発生の抑制に取り組むとともに、最終処分率（埋め
立て処分量／廃棄物等発生量）を1%以下とするゼロエミッ
ションを目標に、資源循環を推進しています。
　国内では資源の有効利用（使用量抑制、再使用、再利用）
によるゼロエミッションを2004年度以降継続して達成して
います。2015年度も、最終処分率目標0.5%未満を達成し
ました。
　海外においても、廃棄物の削減や廃棄物の再資源化活動
を推進しています。2015年度は、約2,000トンの廃棄物発
生量を削減しました。しかしながら、マレーシアの工場で工
場排水中の環境負荷（金属成分の排出）削除のために処理
プロセスを変更したことで、これまで再資源化できていた排
水処理工程から発生する汚泥が再資源化できなくなりまし
た。そのため、最終処分量が約700トン増加、最終処分率が
17.29%に増加しました。

水資源の有効利用  
　世界的な水資源の枯渇問題に鑑み、これまでの排水品質の
遵守、排水量の削減の取り組みに加え、水資源の有効利用を
目的に活動しています。
　国内製造拠点に対しては、2010年度を基準として、水投入
量と生産高原単位をそれぞれ1%ずつ削減し、2020年度には
10%削減する目標を設定しています。
　海外の生産拠点に対しては2013年度から、2011年度を基
準として生産高原単位を2020年度に25%削減する目標を設
定し、活動を行っています。2016年度からは、水投入量も
2020年度に25%削減する目標を追加しています。
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*4 生産高当たりの投入量（国内は2010年度、海外は2011年度を100として表示）

2020年度目標（国内）
生産高原単位90%

2020年度目標（海外）
生産高原単位75%

事例紹介　「水資源の有効利用」松本工場

水資源を大切に使う
　松本工場では、半導体の製造プロセスで大量の純水を使用
するとともに、生産設備の冷却などにも多くの水を使用して
いるため、水資源の削減と有効活用に取り組んでいます。
　製造工程の排水から比較的良質な部分を選別し、純水製
造の原水としてリサイクルしています。イオン交換樹脂による
純水製造では、電気式純水製造装置を1台導入することで、
連続的に純水の製造が可能になり、イオン交換樹脂の再生に

使う薬剤が不要になりました。このため、再生薬剤の排水処
理も不要となり、電力使用量、水資源や薬剤を削減できまし
た。工場排水の終末処理後の排水は、排
水回収システムを導入し、再生処理（凝集
沈殿等の濾過処理等）を行うことで、工場
内の冷却塔やトイレなどに使う水として1
日約千トン再利用しています。

2020年度目標
最終処分率3%以下

排水回収システム
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事業活動における環境負荷の相関図  
　富士電機は、事業活動全体を通して、資源・エネルギーの効率的利用や廃棄物削減に努めています。また、製品やサービスの
ライフサイクル全体にわたる環境配慮の取り組みを積極的に進めています。
　下記は2013年度から2015年度までの環境負荷データを示しています。

*5 化学物質排出把握管理促進法
*6 排水量は河川など自然界に排水した量
*7 廃棄物最終処分量とリサイクル量は、廃棄物発生量の内数
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 エネルギー原油換算合計（電力）　
 エネルギー原油換算合計（燃料）

 鉄　  非鉄　  プラスチック　  ゴム、ほか

事業活動

対象範囲 ： 国内全拠点
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2015年度報告　社会

事業活動を通して培った「人」と「技術」を活用して、世界の各地域で一人でも多くの社員が参加し、地域の課題解決に
貢献することを活動の基本方針としています。

重点テーマと2 0 1 5年度の主な取り組み

 次世代育成支援
 ・小中高校生向け理科教室

 ・教員向け企業研修、理科実技研修

 自然環境保護
 ・森林保全活動、海洋保全活動

 ・清掃活動

 東日本大震災被災地復興支援
 ・福島県支援（物産購入・子どもの遊び場）

事例紹介　自然環境保護活動「サンゴの植え付け」

海洋資源を守る
　タイでは地球温暖化の影響で海水温度が上昇し、「サンゴ
の白化」によってサンゴ礁が減少しています。富士電機マニュ
ファクチャリング（タイランド）社では、水生動植物の生息環境
保護とサンゴ保護の大切さを啓発することを目的に、サンゴ
の植え付けイベントをチョンブリー県サッタヒープのトエイガ
ムビーチで実施し、社員60名が参加しました。
　この活動は、サンゴの植え付けに関する専門家を擁するタ
イ王国海軍に協力いただき行いました。サンゴの植え付け前
には、水生動植物に関する講習と植え付け方のアドバイスを
受けました。

　参加者は、初めての体験に興味を持って活動し、海洋資源
の保護の大切さを学びました。
　今後もサンゴを守る活動を継続していく予定です。

サンゴの植え付けの様子 海軍ダイバーによるサンゴの設置

事例紹介　東日本大震災被災地復興「子どもの遊び場」支援

福島の子どもたちを元気に
　東北復興支援の一環として、福島県郡山市が運営する 
屋内遊び場施設「PEP Kids Koriyama」の運営を委託されて
いるNPO法人郡山ペップ子育てネットワークへの支援を実施 
しました。
　当NPOは、原発事故の影響によって運動不足となり、現在
も体力の低下や肥満の問題を抱えた子どもたちに、年間を通
じて体を使って遊ぶことができる場を震災直後から継続して
提供しています。今回の支援は、開設後4年が経過し、子ども
たちの遊びの質を高めるための設備のリニューアルに利用さ
れました。NPOからは改修によって「遊びの範囲が広がり、 

子どもたち同士のつながりが深まった」「来場者から大変好評
です」とのお言葉をいただきました。
　今後も被災地の子どもたちを元気にする新たな活動に取り
組んでいきます。

PEP Kids Koriyama館内の様子 リニューアルした遊具の一部

各拠点清掃活動（四国支社）
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地域社会から求められる 
次世代育成支援に貢献する企業であり続けたい

　北海道富士電機（株）は1968年に富士電機の産業用電機品の直系販売会社
として発足し、北海道内で地域密着の営業活動を展開しています。地域社会へ
の貢献を目指し、次世代育成支援の一環として、近隣小学校へ電気やエネル
ギーに関する出前授業に取り組んでいます。

 理科教室開催のきっかけ

　「理科教室を実施する以前は、海外の学校に日本語教材
を寄贈するなどの活動を行っていましたが、もっと当社の
業態や規模に沿った地域貢献ができないか模索していまし
た」と当時のことを語ってくれたのは管理本部課長の萬田。
　富士電機が実施している理科
教室「手作りモータ製作」の取り
組みを知り、電気品を扱う当社に
とって、大いに意義のある活動と
捉え、理科教室の開催に至って
いる。
　当時会社近隣の札幌市立中央小学校に通うお子さん
を持つ社員がいたため、その社員を通じて理科教室の出
前授業を学校に提案した。校長先生が理科教育に熱心で
あったことと、当社の熱意が評価され、小学5年生の授業
として2011年に採用された。「その社員とは実は私なん
ですが・・・」と横から照れ臭そうに話すのは中西取締役。
初年度は営業部門の若手、中堅社員を中心に10名が参
加していたが、回を重ねるごとに「また参加したい」と申し

出る若手社員も増え、今
では全員が「大切な地域
貢献活動」として認識し、
学校からも毎年開催の
依頼がある。

理科教室参加メンバー

手作りクリップモータ

製作をサポートする社員

現場ルポ　次世代育成支援「北海道富士電機（株）の理科教室の取り組み」

 札幌市立中央小学校での理科教室

　2015年12月22日、札幌市立中央小学校で社員10名
が参加し、5年生85名を対象に理科教室「手作りモータ製
作」を開催した。参加者全員が完成できるように各テーブ
ルに社員を配置し、子どもたちにアドバイスする。最初は

 今後について

　2015年度は会社から少し距
離のある札幌市立平岸小学校で
も開催した。「近隣地域における
認知度が高まったことだけでな
く、小学校の教育現場に携われ
たことで、社内にも『社会貢献で
きる会社なんだ』という自信が芽生えたことは大きな変化
だと思います」（萬田）
　北海道富士電機（株）では、今後も地域社会から求めら
れる、次世代育成に貢献する企業であり続けるため、理科
教室を継続していく計画だ。

出前授業の様子

平岸小学校児童からのメッセー
ジカード（本社入口に掲示）

回らないと悪戦苦闘している子どもも、試行錯誤の末、ク
リップモータが回ると「やったー」「回ったー」と各テーブル
から歓声が上がり、子どもたちの楽しそうな笑顔に 
接し、緊張していた社員の顔にも笑顔が戻る。

　「子どもたちの熱心さ、モータが回った時の笑顔、アン
ケートに書かれた感謝の言葉などに触れるにつれ、通常業
務とは異なる充実感、達成感を得ることができました」（道
央営業部 高橋）。また、札幌市立中央小学校の校長先生
からも「札幌市の教育として重視する『わかる・できる・楽
しい授業』に直接的につながり、現代理科の最大の課題で
ある体験の不足を補う素晴らしい機会」とのお言葉をいた
だいた。
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2015年度報告　コーポレート・ガバナンス

基本理念の実現に向け、経営の透明性や監督機能の向上を図り、コーポレート・ガバナンスを強化しています。
なお、2015年6月から適用された東京証券取引所の「コーポレートガバナンス・コード」についても適切に対応し、
コーポレート・ガバナンスに関する報告書で報告しています。

コーポレート・ガバナンス体制  

　富士電機のコーポレート・ガバナンス体制には、経営監督や
重要な意思決定の機能を担う「取締役会」、経営監査の機能
を担う「監査役」および「監査役会」を設置しています。
　取締役9名（うち社外取締役3名）、監査役5名（うち社外 

監査役3名）により構成されており、経営の監督、監査機能の 
強化に向け、積極的に社外役員を招聘しています。
　また、業務執行機能の強化に向け、執行役員制度を採用し
ています。

取締役・取締役会
　富士電機の経営、重要な業務執行に関する
意思決定と監督の機能を担っています。客観的
視点に基づく経営監督機能の強化、および業務
執行に係る意思決定の妥当性・適正性の確保に
向け、社外取締役を積極的に招聘しています。

監査役・監査役会
　富士電機の経営、業務執行に対する監査の
機能を担っています。社外監査役を積極的に招
聘するとともに、常勤監査役は経営会議に出席
することができるなど、監査機能の強化を図っ
ています。

社長・執行役員・経営会議
　社長は、業務執行の最高責任者として、取締
役会の決議事項以外の業務執行に関する意思
決定の機能を担っています。経営会議は執行
役員と常勤監査役から構成され、社長の諮問機
関として、重要事項の審議や経営状況のモニタ
リングに向けた報告などを行っています。各執
行役員は、それぞれの担当における業務執行を
所管しています。

コーポレート・ガバナンス体制図

社外役員  

　社外役員には、客観的視点から経営監督、経営監査の役割
を担っていただくとともに、当社の経営全般に対し、多角的視
点から有用な助言・提言をいただくことで、経営判断の妥当性
の確保を図っています。
　また、社外役員は就任後、富士電機の経営に対する理解を
深めるため、社内向け技術成果発表会や事業拠点の視察会
等に参加しています。

　2015年度における社外役員の取締役会（13回開催）、監査
役会（10回開催）の出席率は、それぞれ91%、80%となって
います。

経営会議

内部監査部門

各委員会
（遵法推進委員会など）

各子会社

選任

監督
報告

審議
報告

監督
報告

監査

監査

直轄

連携

選任 選任

株主総会

執行役員

常勤監査役

社長

監査役会取締役会 会計監査人
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社外取締役（取締役会出席状況）*1

鈴木 基之
（13回／13回）

当社の経営方針に関連の深い環境工学の専門家
としての豊富な経験と高い見識に基づき、経営
全般に関して有用な助言・提言を行っています。

丹波 俊人
（2016年6月就任）

上場会社の経営者としての豊富な経験と高い見識
に基づき、経営全般に関して有用な助言・提言 
をいただけると考えています。

立川 直臣
（2016年6月就任）

上場会社の経営者としての豊富な経験と高い見識
に基づき、経営全般に関して有用な助言・提言 
をいただけると考えています。

社外監査役（取締役会出席状況：監査役会出席状況）*1

佐藤 美樹
（12回／13回 
：9回／10回）

金融機関の経営者としての豊富な経験と高い見
識に基づき、経営全般に関して有用な助言・提言
を行っています。

木村 明子
（12回／13回 
：10回／10回）

弁護士としての専門知識に基づき、経営全般に
関して有用な助言・提言を行っています。

平松 哲郎
（2016年6月就任）

企業経営者としての豊富な経験と高い見識に基
づき、経営全般に関して有用な助言・提言をいた
だけると考えています。

*1  2015年4月～2016年3月に開催した取締役会および監査役会の出席回数／開
催回数を表しています。

     社外役員全員を金融商品取引所が定める独立役員として届出しています。

役員報酬  

　富士電機の取締役、監査役の報酬は、株主の皆様の負託に
応えるべく、優秀な人材の確保・維持、業績向上へのインセン
ティブの観点を考慮し、それぞれの職責に見合った報酬体系、
報酬水準としています。

常勤取締役
　各年度の連結業績の向上、ならびに中長期的な企業価値
向上の職責を負うことから、その報酬は、定額報酬と業績連
動報酬によって構成・運用しています。

 定額報酬
　役位に応じて、予め定められた固定額を支給するものです。
株主の皆様と利害を共有し、株価を意識した経営のインセン
ティブとするため、本報酬額の一部について役員持株会への
拠出を義務付けています。

 業績連動報酬
　株主の皆様に剰余金の配当を実施する場合に限り支給し 
ます。その総支給額は、各年度の連結業績との連動性をより
明確とするため、支給日の前事業年度の連結当期純利益の
1.0%以内としています。

社外取締役および監査役
　富士電機全体の職務執行の監督または監査の職責を負う
ことから、その報酬等は、定額報酬として、予め定められた固
定額を支給しています。なお、社外取締役および監査役の自
社株式の取得は任意としています。

取締役および監査役の報酬等の総額（2015年度）
支給人員（名） 支給額（百万円）

取締役［うち社外取締役］ 9［3］ 263［22］
監査役［うち社外監査役］ 5［3］ 80［22］

注） 1.  上記の取締役に対する支給額には、2015年度に係る業績連動報酬の支給額
は含んでいません。

 2.  上記のほか、2014年度に係る業績連動報酬を常勤取締役（6名）に対し、85
百万円支給しています。

 3.  上記のほか、使用人兼務取締役（2名）に対する使用人分給与として26百万円
支給しています。

内部統制  

　富士電機は、会社法に定める内部統制システムの整備に関す
る基本方針を取締役会で決議し、開示しています。富士電機全
体の内部統制システムについて、取り巻く社会的要請に迅速か
つ的確に応えるとともに、継続的に改善を図っています。

投資家との対話活動  

　さまざまな活動を通じて、投資家との積極的な対話を実施し
ています。対話において把握したご意見は、必要に応じて取締
役・経営陣および関係部門へフィードバックし、情報の共有・活用
を図っています。

活動実績（2015年度）
個人株主・ 
投資家

・株主様向け工場視察会：6回

アナリスト・ 
機関投資家

・ 決算説明会：4回、経営計画説明会：1回、 
事業戦略説明会：1回
・ スモールミーティング *2：1回
・工場見学会：2回

*2  アナリストなどを集めて行う少人数形式のミーティング
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2015年度報告　コンプライアンス

企業としての持続的な成長を果たしていくため、法令・企業倫理の遵守を徹底するとともに、常に高い社会良識を
持って行動しています。

コンプライアンス推進体制  

　富士電機のコンプライアンスを所管する委員会として、富
士電機の代表取締役を委員長、規制法令ごとの所管責任者
を委員、社外有識者（弁護士）をオブザーバーとする「富士電
機遵法推進委員会」を設けています。

　同委員会では、1年間に2度、コンプライアンスの実施状況
および計画の審議を行い、グローバルに法令・社会規範の 
遵守徹底を図っています。

「富士電機コンプライアンス・プログラム」の 
グローバルでの推進
　富士電機は、海外の各拠点においてもコンプライアンスの
強化を図っています。
　海外の各拠点では、人権侵害行為の禁止、贈収賄や汚職な
どの不正取引行為の禁止といったグローバルでの共通事項に
加えて、地域ごとの法規制に対応した「富士電機コンプライ
アンス・プログラム」を運用しています。国内外すべての子会
社がこれに基づき行動することで、コンプライアンスを実践し
ています。

コンプライアンス教育の推進
　富士電機は、当社ならびに子会社の役員および従業員が
遵守すべき事項や、実際の事業活動において留意すべき事
項などを盛り込んだ研修プログラムを整備し、階層別研修と
職種別研修を2本柱としたコンプライアンス研修を実施して
います。

 階層別研修
　国内連結子会社の役員、新任幹部社員、新入社員などの
階層別に、コンプライアンス体制と「富士電機コンプライ 
アンス・プログラム」について、半日～1日の集合研修を行って
います。2015年度は、新任役員28名、新任幹部社員134名、
新入社員157名が受講しました。

 職種別研修
　職種別に、実務面での留意
事項について、研修を行ってい
ます。2015年度は、国内外各
社の営業部門とコーポレート
部門を中心に独占禁止法など
をテーマに集合研修（829名）
を実施しました。また、海外
拠点向けにeラーニング研修（267名）を実施しました。

国内外の通報制度の運営
　富士電機では、法令や社内ルール違反行為の未然防止・早
期発見を目的として、国内外の従業員が法令違反や社内ルー
ル違反、またはそのおそれのある事実を、コンプライアンス
担当部門または社外弁護士を窓口として、富士電機の代表取
締役社長に通報できる「企業倫理ヘルプライン」を導入してい
ます。
　また、取引先様から富士電機の資材調達業務に関する通報
を受け付ける「パートナー・ホットライン」を開設しています。
取引先様とより信頼を高めた取引関係を構築させていただく
ことを通じて、社会的責任を果たしていきます。

営業部門の研修の様子

コンプライアンスの基本方針

　富士電機は、「企業行動基準」の中で、「グローバル・コンプライアンスを最優先する」旨を宣言するとともに、基本方針として
定めています。当社は、この基本方針のもと、具体的なコンプライアンスの指針となる「富士電機コンプライアンス規程」と、国
内外の規制法令に関する4側面（社内ルール・監視・監査・教育）をまとめた「富士電機コンプライアンス・プログラム」を定め、実
践しています。
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リスクマネジメントの基本方針

　富士電機は、2006年5月に策定した「富士電機リスク管理規程」に基づき、リスクを組織的、体系的に管理しています。
　当社の経営に影響を及ぼす可能性のあるリスクに対し、遺漏なく適切に管理・対処していくとともに、リスクの顕在化（危機的
事態の発生）を未然に防止し、あるいは損失を低減することにより、富士電機の企業価値の最大化とリスクが顕在化した際の経
営への影響の最小化を図っています。※ リスクの詳細については、当社「有価証券報告書（事業等のリスク）」を参照

2015年度報告　リスクマネジメント

富士電機の企業価値の最大化およびさまざまなリスクによる損失影響の最小化を図るため、リスクマネジメント
を強化しています。

情報セキュリティに対する取り組み  

セキュリティ方針と規程の展開
　富士電機は、機密情報や個人情報を適切に保護するため、
情報セキュリティに関する方針および規程類を整備・展開し、
毎年社員の教育を行うなどの情報セキュリティの強化を図り、
情報漏洩の防止に努めています。
　海外においては、情報セキュリティポリシーや規程に基づ
き、それぞれの国の法令を考慮に入れた上で、関係会社ごと
に情報セキュリティ規程を制定しています。また、情報セキュ
リティハンドブックを海外子会社の社員にも配布し、周知徹底
を図るなど、教育への取り組みも強化しています。海外にお
ける情報セキュリティ監査については、2015年度は41社で実
施しました。今後も、海外も含め富士電機全体で継続的に改
善を図っていきます。

情報セキュリティに関する外部認証
　お客様の重要な情報や個人情報を取り扱う、高いレベルの
情報セキュリティ管理を要求される会社では、外部認証を 
取得しています。2016年4月1日現在、ISMS認証は5部門 
（3社）が取得し、プライバシーマーク認定は、富士電機（株）と
富士電機 ITセンター（株）、富士電機 ITソリューション（株）の 

3社が取得しています。

リスクの分類体系

• 事業活動に伴うリスク：事業部門および関係会社が管理
• 富士電機共通のリスク：本社コーポレート部門が管理

外的リスク
社外環境に関するリスク

• 経済動向
• 外部からの攻撃
• 自然災害・事故 など

リスクの種類と管理体制  

　リスク管理の運営を強化するため、2015年度にリスクの分
類と管理体制等を見直し、運用を開始しました。富士電機で
は、リスクを「外的リスク」と「事業リスク」に大別し、事業リス
クを「戦略リスク」「オペレーションリスク」「共通リスク」に区分
することで、それぞれに対して最適なリスク管理がなされるよ
うに構成しています。
　「外的リスク」や「共通リスク」など富士電機に共通するリスク

については本社コーポレート部門がリスクへの対応方針を定
め、準拠するマニュアルの整備、当該リスクの管理に必要な情
報の周知、教育などを実施しています。事業部門および関係
会社は事業責任の一環としてリスク管理体制を整備し、「戦略
リスク」や「オペレーションリスク」を含めた事業活動全体のリ
スク対策を実施しています。また、年度ごとの事業計画策定時
には、事業に関わるリスクを分析し、計画に盛り込んでいます。

戦略リスク
方針・戦略に関するリスク

• 経営戦略  • 事業再編
• 提携・撤退 など

オペレーションリスク
業務プロセスに関するリスク
• 受注・営業   • 開発・設計
• 調達・製造   • サービス など

共通リスク
事業活動に伴い共通的に 
発生するリスク

• 財務・会計 • 情報システム
• 法務・倫理 • 環境 など

事業リスク　事業活動に伴うリスク

プライバシーマーク
（（一財）日本情報経済社会推進協会）
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知的財産の侵害防止に対する取り組み  

　知的財産活動では、第三者が保有する特許の侵害防止の
ため、特許監視システムを利用し、日常の監視活動を行ってい
ます。
　また、社員へのコンプライアンス教育を実施し、侵害防止
に努めています。

　自社の特許については、積極的に権利化を行うことにより
事業を保護しています。また、「模倣品対策」など、知的財産に
おけるリスク低減に向けた取り組みも進めています。

※ 知的財産活動については、P.22「知的財産」を参照

 調達リスクの低減
　調達リスクの低減に向けた取り組みとして、①取引先被災
情報収集体制の構築、②重要部品の調達先の複数化、③調
達業務代替拠点の確立の3点を、調達BCPとして策定してい
ます。
　2015年度は、重要部品の調達先の複数化に継続して取り
組むとともに、海外拠点を含めた取引先被災情報収集体制の
強化を図りました。
　今後は、国内・海外子会社の調達部門まで対象範囲を 
広げ、グローバルに調達リスクの低減が図れるよう調達BCP
を強化していきます。

 ITリスクの低減
　災害や事故などの発生時にも、事業や業務の継続に必要な
情報システムを必要な時間内に再開・復旧するための取り組
みをIT-BCPとして策定しています。
　2015年度は、富士電機および国内関係会社において、シ
ステムに対する災害対策を改善し保全対策の強化を行いま
した。
　今後は、海外子会社へも展開し、ITリスクの低減に引き続
き取り組んでいきます。

役員・子会社社長による大規模災害模擬訓練
の様子

事業継続力強化に向けた取り組み  

　富士電機では、自然災害・事故をはじめとする不測の事態発
生時においても重要な事業を継続し、企業としての社会的責
任を遂行するとともに、お客様の求める高性能・高品質な製
品・サービスの安定供給の実現を目指し、以下の取り組みを
推進しています。

防火・防災の取り組み
　「防災・行動マニュアル」に基づき、災害対策本部体制の整
備、事業所および関係会社における建物・設備などに対する地
震対策の徹底、非常用品の備蓄、定期的な訓練などを実施し
ています。

事業継続の取り組み
　災害発生時の司令塔機能となる本社、生産設備など製品
の供給に必要な経営資源を多数保有する工場においては、防
火・防災の取り組みに加えて事業継続計画（BCP：Business 

Continuity Plan）を策定しています。
　2015年度は、BCP策定の対象製品を拡大しました。また、
災害発生時の対応力強化のため、地震を想定した大規模災
害模擬訓練に新たに役員・子会社社長が参加するとともに、国
内・海外拠点で訓練を実施しました。
　引き続き、国内・海外におけるBCP策定対象製品のさらな
る拡充に取り組むとともに、訓練の実施範囲の拡大などによ
り策定したBCPの浸透と持続的な改善に取り組み、事業継続
力の強化を図っていきます。

事業継続計画（BCP）

人命の安全確保と二次災害防
止に向けた建物・設備の減災、
備蓄品の配備などを定めたもの

顧客への供給責任を果たすた
めの対応組織、行動手順など
を定めたもの

事業継続マネジメント
（BCM）関連規程類

防火・防災計画

自然災害・事故等のリスク

連携

防火・防災
関連規程類
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財務情報

連結貸借対照表

（百万円）
2014年度

（2015年3月31日）
2015年度

（2016年3月31日）

資産の部
流動資産
現金及び預金 31,953 31,000
受取手形及び売掛金 237,631 258,378
商品及び製品 54,495 56,290
仕掛品 48,787 52,410
原材料及び貯蔵品 34,330 36,437
繰延税金資産 17,246 17,091
その他 39,301 43,490
貸倒引当金 △ 777 △ 1,167
流動資産合計 462,969 493,932

固定資産
有形固定資産
建物及び構築物（純額） 79,195 83,200
機械装置及び運搬具（純額） 20,473 18,959
工具、器具及び備品（純額） 5,521 5,816
土地 35,080 34,918
リース資産（純額） 27,081 29,291
建設仮勘定 7,601 4,290
有形固定資産合計 174,953 176,476

無形固定資産 15,295 20,369
投資その他の資産
投資有価証券 195,393 125,265
長期貸付金 1,407 812
退職給付に係る資産 44,103 17,623
繰延税金資産 2,518 2,617
その他 8,955 9,074
貸倒引当金 △ 1,175 △ 911
投資その他の資産合計 251,201 154,481
固定資産合計 441,451 351,327
繰延資産 102 117
資産合計 904,522 845,378

（百万円）
2014年度

（2015年3月31日）
2015年度

（2016年3月31日）

負債の部
流動負債
支払手形及び買掛金 150,648 160,416
短期借入金 68,095 53,795
コマーシャル・ペーパー 19,000 22,000
1年内償還予定の社債 15,000 20,500
リース債務 12,988 11,970
未払費用 38,309 39,285
未払法人税等 5,905 6,390
前受金 38,303 40,247
その他 56,498 63,213
流動負債合計 404,748 417,819
固定負債
社債 45,500 40,000
長期借入金 43,629 48,449
リース債務 22,260 23,498
繰延税金負債 32,576 797
役員退職慰労引当金 236 195
退職給付に係る負債 32,518 50,729
その他 3,416 2,908
固定負債合計 180,137 166,578
負債合計 584,885 584,397
純資産の部
株主資本
資本金 47,586 47,586
資本剰余金 46,735 46,736
利益剰余金 109,543 132,111
自己株式 △ 7,184 △ 7,212
株主資本合計 196,680 219,221
その他の包括利益累計額
その他有価証券評価差額金 69,528 30,254
繰延ヘッジ損益 △ 513 △ 1,132
為替換算調整勘定 10,978 3,377
退職給付に係る調整累計額 13,665 △ 21,321
その他の包括利益累計額合計 93,659 11,177
非支配株主持分 29,296 30,581
純資産合計 319,636 260,980
負債純資産合計 904,522 845,378
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連結損益計算書 連結キャッシュ・フロー計算書

連結包括利益計算書

（百万円）
2014年度

（自2014年4月  1 日 
   至2015年3月31日）

2015年度
（自2015年4月  1 日 
   至2016年3月31日）

売上高 810,678 813,550
売上原価 609,376 603,235
売上総利益 201,302 210,314
販売費及び一般管理費 161,985 165,308
営業利益 39,316 45,006
営業外収益
受取利息 234 251
受取配当金 2,291 2,786
持分法による投資利益 1,031 1,279
為替差益 3,666 ̶
その他 1,097 591
営業外収益合計 8,321 4,908
営業外費用
支払利息 2,551 2,136
為替差損 ̶ 860
関係会社貸倒引当金繰入額 530 ̶
その他 1,417 1,304
営業外費用合計 4,499 4,301
経常利益 43,139 45,614
特別利益
固定資産売却益 81 989
投資有価証券売却益 2,778 2,351
持分変動利益 4,843 ̶
特別利益合計 7,703 3,340

特別損失
固定資産処分損 880 775
投資有価証券評価損 447 167
減損損失 2,830 282
和解金 810 640
子会社整理損 ̶ 470
その他 154 51
特別損失合計 5,123 2,387
税金等調整前当期純利益 45,719 46,566
法人税、住民税及び事業税 9,612 9,600
法人税等調整額 5,305 3,096
法人税等合計 14,918 12,697
当期純利益 30,800 33,868
非支配株主に帰属する当期純利益 2,822 3,224
親会社株主に帰属する当期純利益 27,978 30,644

（百万円）
2014年度

（自2014年4月  1 日 
   至2015年3月31日）

2015年度
（自2015年4月  1 日 
   至2016年3月31日）

当期純利益 30,800 33,868
その他の包括利益
その他有価証券評価差額金 24,731 △ 39,295
繰延ヘッジ損益 △ 531 △ 622
為替換算調整勘定 8,785 △ 8,300
退職給付に係る調整額 24,141 △ 34,914
持分法適用会社に対する持分相当額 517 △ 520
その他の包括利益合計 57,644 △ 83,652
包括利益 88,445 △ 49,783
（内訳）
親会社株主に係る包括利益 84,260 △ 51,837
非支配株主に係る包括利益 4,184 2,053

（百万円）
2014年度

（自2014年4月  1 日 
   至2015年3月31日）

2015年度
（自2015年4月  1 日 
   至2016年3月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益 45,719 46,566
減価償却費 33,615 29,723
貸倒引当金の増減額（△は減少） 657 △ 527
受取利息及び受取配当金 △ 2,526 △ 3,037
支払利息 2,551 2,136
為替差損益（△は益） 610 6
固定資産売却損益（△は益） △ 81 △ 989
投資有価証券売却損益（△は益） △ 2,778 △ 2,351
持分変動損益（△は益） △ 4,843 ̶
固定資産処分損益（△は益） 880 775
投資有価証券評価損益（△は益） 447 167
減損損失 2,830 282
子会社整理損 ̶ 470
売上債権の増減額（△は増加） △ 8,646 △ 22,609
たな卸資産の増減額（△は増加） △ 12,572 △ 7,811
仕入債務の増減額（△は減少） 3,410 12,513
前受金の増減額（△は減少） 3,958 1,750
その他 △ 4,457 △ 1,439
小計 58,775 55,627
利息及び配当金の受取額 2,572 3,035
利息の支払額 △ 2,536 △ 2,186
法人税等の支払額 △ 7,352 △ 8,026
営業活動によるキャッシュ・フロー 51,459 48,450
投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △ 15,248 △ 17,843
有形固定資産の売却による収入 868 1,994
投資有価証券の取得による支出 △ 10,253 △ 4,657
投資有価証券の売却による収入 6,233 5,878
貸付けによる支出 △ 6,530 △ 6,888
貸付金の回収による収入 5,578 6,242
その他 △ 3,397 △ 4,134
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 22,750 △ 19,410
財務活動によるキャッシュ・フロー
短期借入金の純増減額（△は減少） △ 7,926 △ 11,245
コマーシャル・ペーパーの増減額 
（△は減少） 19,000 3,000
長期借入れによる収入 751 19,520
長期借入金の返済による支出 △ 24,357 △ 20,106
社債の発行による収入 － 15,000
社債の償還による支出 － △ 15,000
リース債務の返済による支出 △ 14,562 △ 14,490
自己株式の売却による収入 1 1
自己株式の取得による支出 △ 37 △ 28
配当金の支払額 △ 5,715 △ 7,144
非支配株主への配当金の支払額 △ 982 △ 1,002
その他 － △ 70
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 33,828 △ 31,566
現金及び現金同等物に係る換算差額 1,718 △ 2,099
現金及び現金同等物の増減額 
（△は減少） △ 3,401 △ 4,625
現金及び現金同等物の期首残高 33,412 31,895
連結の範囲の変更に伴う現金及び 
現金同等物の増減額（△は減少） 1,883 3,552
非連結子会社との合併に伴う 
現金及び現金同等物の増加額 ̶ 17
現金及び現金同等物の期末残高 31,895 30,838
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連結株主資本等変動計算書

2014年度
（自2014年4月1日　至2015年3月31日）

（百万円）
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 47,586 46,734 102,631 △ 7,148 189,804
会計方針の変更による累積的影響額 △ 16,026 △ 16,026
会計方針の変更を反映した当期首残高 47,586 46,734 86,605 △ 7,148 173,778
当期変動額
剰余金の配当 △ 5,715 △ 5,715
親会社株主に帰属する当期純利益 27,978 27,978
自己株式の取得 △ 37 △ 37
自己株式の処分 0 0 1
連結範囲の変動 675 675
株主資本以外の項目の当期変動額（純額）
当期変動額合計 ̶ 0 22,938 △ 36 22,902
当期末残高 47,586 46,735 109,543 △ 7,184 196,680

（百万円）
その他の包括利益累計額

その他有価証券 
評価差額金 繰延ヘッジ損益 為替換算調整勘定

退職給付に係る 
調整累計額

その他の包括利益 
累計額合計 非支配株主持分 純資産合計

当期首残高 44,768 20 3,202 △ 10,614 37,376 24,043 251,225
会計方針の変更による累積的影響額 △ 179 △ 16,206
会計方針の変更を反映した当期首残高 44,768 20 3,202 △ 10,614 37,376 23,864 235,019
当期変動額
剰余金の配当 ̶ △ 5,715
親会社株主に帰属する当期純利益 ̶ 27,978
自己株式の取得 ̶ △ 37
自己株式の処分 ̶ 1
連結範囲の変動 ̶ 675
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 24,760 △ 533 7,776 24,280 56,282 5,432 61,714
当期変動額合計 24,760 △ 533 7,776 24,280 56,282 5,432 84,617
当期末残高 69,528 △ 513 10,978 13,665 93,659 29,296 319,636

2015年度
（自2015年4月1日　至2016年3月31日）

（百万円）
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 47,586 46,735 109,543 △ 7,184 196,680
会計方針の変更による累積的影響額 ̶
会計方針の変更を反映した当期首残高 47,586 46,735 109,543 △ 7,184 196,680
当期変動額
剰余金の配当 △ 7,144 △ 7,144
親会社株主に帰属する当期純利益 30,644 30,644
自己株式の取得 △ 28 △ 28
自己株式の処分 0 0 1
連結範囲の変動 △ 931 △ 931
株主資本以外の項目の当期変動額（純額）
当期変動額合計 ̶ 0 22,568 △ 28 22,541
当期末残高 47,586 46,736 132,111 △ 7,212 219,221

（百万円）
その他の包括利益累計額

その他有価証券 
評価差額金 繰延ヘッジ損益 為替換算調整勘定

退職給付に係る 
調整累計額

その他の包括利益 
累計額合計 非支配株主持分 純資産合計

当期首残高 69,528 △  513 10,978 13,665 93,659 29,296 319,636
会計方針の変更による累積的影響額 ー
会計方針の変更を反映した当期首残高 69,528 △ 513 10,978 13,665 93,659 29,296 319,636
当期変動額
剰余金の配当 ー △ 7,144
親会社株主に帰属する当期純利益 ー 30,644
自己株式の取得 ー △ 28
自己株式の処分 ー 1
連結範囲の変動 ー △ 931
株主資本以外の項目の当期変動額（純額）△ 39,274 △ 618 △ 7,601 △ 34,986 △ 82,482 1,284 △ 81,197
当期変動額合計 △ 39,274 △ 618 △ 7,601 △ 34,986 △ 82,482 1,284 △ 58,655
当期末残高 30,254 △ 1,132 3,377 △ 21,321 11,177 30,581 260,980
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役員一覧
（2016年7月1日現在）

取締役

代表取締役社長
北澤　通宏

代表取締役
菅井　賢三

社外取締役
鈴木　基之
東京大学 名誉教授

社外取締役
丹波　俊人
東京センチュリーリース（株）
代表取締役会長

社外取締役
立川　直臣
東京特殊電線（株）
取締役会長

監査役

常勤監査役
石原　敏彦

常勤監査役
奥野　嘉夫

社外監査役
佐藤　美樹
朝日生命保険（相）
代表取締役社長

社外監査役
木村　明子
アンダーソン・毛利・
友常法律事務所顧問

社外監査役
平松　哲郎
日本土地建物（株） 
代表取締役社長

執行役員
（2016年4月1日現在）

執行役員社長 北澤　通宏 経営統括

執行役員副社長 菅井　賢三 社長補佐、営業本部長

執行役員専務 安部　道雄 生産・調達本部長

柳澤　邦昭 電子デバイス事業本部長

執行役員常務 朝日　秀彦 食品流通事業本部長

荒井　順一 経営企画本部長、輸出管理室長、コンプライアンス担当、危機管理担当

友高　正嗣 パワエレ機器事業本部長

執行役員 江口　直也 技術開発本部長

日下　高  産業インフラ事業本部長

松本　淳一 経営企画本部 財務室長

角島　猛  人事・総務室長

藤原　正洋 発電・社会インフラ事業本部長

五嶋　賢二 営業本部 副本部長

高橋　康宏 食品流通事業本部 副本部長

新村　進  営業本部 副本部長、関西支社長

森本　正博 富士電機機器制御（株） 代表取締役社長

※役員略歴等は、当社ウェブサイト「役員紹介」を参照

取締役
安部　道雄

取締役
松本　淳一

取締役
荒井　順一

取締役
友高　正嗣
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企業データ

会社概要 （2016年3月31日現在）

商号 富士電機株式会社
英文社名 FUJI ELECTRIC CO., LTD.
設立 1923年8月29日
本店 〒210-9530 神奈川県川崎市川崎区田辺新田1番1号
本社事務所 〒141-0032 東京都品川区大崎一丁目11番2号 ゲートシティ大崎イーストタワー
資本金 476億円
従業員数（連結） 26,508名（国内17,635名、海外8,873名）
売上高（連結） 8,136億円（2015年度）
証券コード 6504

株式・株主構成 （2016年3月31日現在）

発行済株式総数 746,484,957株
株主数 41,492名
大株主
株主名 持株数（千株） 持株比率（%）

富士通株式会社 74,333 10.41

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 38,934 5.45

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 37,951 5.31

株式会社みずほ銀行 22,254 3.12

朝日生命保険相互会社 19,775 2.77

ファナック株式会社 13,421 1.88

古河機械金属株式会社 11,025 1.54

THE BANK OF NEW YORK, NON-TREATY JASDEC ACCOUNT 10,011 1.40

古河電気工業株式会社 8,738 1.22

CBNY-GOVERNMENT OF NORWAY 8,054 1.13
（注） 1. 当社は自己株式 32,109,374株を所有していますが、上記の表には記載していません。
 2. 持株比率は、会社法施行規則の規定に基づき、発行済株式の総数から自己株式を控除して算出しています。

所有者別株式分布状況
区分 株主数（名） 株式数（株） 出資比率（%）

金融機関・証券会社 127 256,804,614 34.40

その他国内法人 497 126,160,326 16.90

外国法人等 486 226,616,284 30.36

個人・その他 40,382 136,903,733 18.34

合計 41,492 746,484,957 100.00
（注）「個人・その他」には、自己株式を含んでいます。

株価・売買高推移（東京証券取引所）
（円）

（百万株）
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*   製造機能あり
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1 北海道支社
2 北海道富士電機株式会社

3 東北支社
4  富士電機津軽セミコンダクタ 
株式会社 *

24 松本工場 *
25 山梨製作所 *
26 富士電機パワーセミコンダクタ株式会社*
27 信州富士電機株式会社 *

中国支社

九州支社

沖縄
沖縄支社

四国支社

16 中部支社
17 富士電機FAサービス株式会社
18 三重工場 *
19 鈴鹿工場 *
20 株式会社三重富士 *
21 宝永プラスチックス株式会社

 東京
本社
東京工場 *
富士電機機器制御株式会社
富士電機テクニカ株式会社
富士電機フィアス株式会社
富士オフィス&ライフサービス株式会社
富士アイティ株式会社
富士電機 ITセンター株式会社
富士電機 ITソリューション株式会社
GE富士電機メーター株式会社 *
株式会社フェステック
富士電機リテイルサービス株式会社

13 東関東支店
14 北関東支店
15 富士古河E&C株式会社
5 川崎工場 *
6 千葉工場 *
7 吹上工場 *
8 大田原工場 *
9 株式会社秩父富士 *
10 株式会社茨城富士 *
11 設備技術センター
12 富士電機エフテック株式会社 *

22 北陸支社
23 発紘電機株式会社 *

28 関西支社
29 宝永電機株式会社
30 神戸工場 *

連結子会社・持分法適用会社
（2016年7月1日現在）

グローバルネットワーク
（2016年7月1日現在）

富士電機機器制御株式会社

富士古河E&C株式会社

富士電機テクニカ株式会社

富士電機フィアス株式会社

宝永電機株式会社

北海道富士電機株式会社

富士オフィス&ライフサービス 
株式会社

株式会社秩父富士

株式会社茨城富士

宝永プラスチックス株式会社

富士アイティ株式会社

信州富士電機株式会社

富士電機パワーセミコンダクタ 
株式会社

富士電機 ITセンター株式会社

富士電機エフテック株式会社

発紘電機株式会社

富士電機 ITソリューション株式会社

株式会社三重富士

富士電機FAサービス株式会社

GE富士電機メーター株式会社

株式会社フェステック

富士電機津軽セミコンダクタ 
株式会社

富士電機リテイルサービス株式会社

※ 富士古河E＆C株式会社は東証二部に上場しています。

連結子会社（国内）23社

メタウォーター株式会社

メタウォーターサービス株式会社

富士ファーマナイト株式会社

※ メタウォーター株式会社は東証一部に上場しています。

持分法適用会社（国内）3社

富士電機アジアパシフィック社

富士SMBE社

富士電機（タイランド）社

富士電機マニュファクチャリング
（タイランド）社

富士タスコ社

フィリピン富士電機社

マレーシア富士電機社

富士電機インド社

富士電機インドネシア社

富士電機（中国）社

上海電気富士電機電気技術 
（無錫）社

富士電機（珠海）社

無錫富士電機社

常熟富士電機社

富士電機（深圳）社

富士電機大連社

富士電機馬達（大連）社

大連富士冰山自動販売機社

大連富士冰山自動販売機販売社

富士電機（杭州）軟件社

富士電機（亞洲）社

富士電機（香港）社

宝永香港社

台湾富士電機社

富士電機コリア社

富士電機アメリカ社

RTS社

富士電機ヨーロッパ社

フランス富士電機社

 上記29社を含め、42社

連結子会社（海外）42社

富士古河E&C（タイ）社

持分法適用会社（海外）1社



Fuji Electric Report 2016 48

企
業
情
報

⓲ 富士電機インド社
 ⓳ インド工場 *
 ⓴ アーメダバード支店
 ㉑ プネー支店
 ㉒ チャンディーガル支店
 ㉓ デリー支店
 ㉔ ハイデラバード支店
 ㉕ バンガロール支店
 ㉖ チェンナイ支店
 ㉗ コルカタ支店
㉘ 中東支店

㉙ 富士電機（タイランド）社
㉚ 富士電機マニュファクチャリング
　（タイランド）社 *
㉛ 富士タスコ社 *
㉜マレーシア富士電機社 *
㉝ 富士電機アジアパシフィック社
㉞ 富士SMBE社 *
㉟ 富士電機インドネシア社
㊱ 富士電機ベトナム社
㊲ 富士CAC社
㊳ フィリピン富士電機社 *
㊴ ミャンマー駐在員事務所
㊵ カンボジア駐在員事務所

㊶ 富士電機（珠海）社 *
㊷ 富士電機（深圳）社 *
㊸ 富士電機（亞洲）社
㊹ 富士電機（香港）社
㊺ 宝永香港社
㊻ 常熟富士電機社 *
㊼ 無錫富士電機社 *
㊽ 富士電機（杭州）軟件社
㊾ 富士電機（中国）社
 ㊿ 華西分公司
 � 華南分公司
 � 華北分公司
� 上海電気富士電機電気技術（無錫）社 *
� 富士電機大連社 *
� 富士電機馬達（大連）社 *
� 大連富士冰山自動販売機社 *
� 大連富士冰山自動販売機販売社
� 台湾富士電機社
� 富士電機コリア社
� 北京駐在員事務所

■7■1

■8

●❸
●❷
●❺●❹

●❻ ●14
●13 ●12

■15
●11 ●10

■9
■16

■17

1 富士電機ヨーロッパ社
 ❷ スイス支店
 ❸ イギリス支店
 ❹ フランス支店
 ❺ イタリア支店
 ❻ スペイン支店
7 富士N2テリジェンス社
8 フランス富士電機社 *

■9 富士電機アメリカ社
 ●❿ バージニア工場 *
 ●⓫ シカゴ支店
 ●⓬ ヒューストン支店
 ●⓭ サンタアナ支店
 ●⓮ フリーモント支店
■⓯ RTS社
■⓰ 富士SEMEC社
■⓱ 富士電機ブラジル社
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社外からの評価  

社会的責任に優れた企業として、下記のSRI （社会的責任投資）
インデックスの構成銘柄に選定されています。

環境への配慮  

ダイバーシティにおける優れた取り組みが評価され、下記の表彰・
認定を受けています。

〒141-0032 東京都品川区大崎一丁目11番2号 ゲートシティ大崎イーストタワー
お問い合わせ先　社長室 広報 IR部
Tel：03-5435-7111　http://www.fujielectric.co.jp/ 00A9-J-0030 Printed in Japan 2016.7
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